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特集 1 過去の津波痕跡と教訓

→詳細は本誌14ページからご覧ください。

津波被害の記録－三陸海岸－

的な被災を受けたことは生々しい記録として残ってい
ます。
  本報告は平成18年度に行われた三陸海岸における津波
被害痕跡調査について報告するものです。                

　津波の常襲地帯と言われる三陸海岸は、史上記録され
ている貞観の大津波以来たびたび悲劇に見舞われてお
り、近代になってからは、明治29年三陸地震津波、昭
和8年三陸地震津波、昭和35年チリ地震津波により壊滅

津波前　　

被害状況：岩手県宮古市田老地区（旧田老村）

津波来襲後

昭和8年三陸地震津波来襲前後の岩手県宮古市田老（旧田老村）＜写真提供：宮古市＞
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特集 1 過去の津波痕跡と教訓

→詳細は本誌16ページからご覧ください。

元禄地震による房総半島津波被災痕跡

痕跡は、今も供養碑や古文書などとして房総半島の各地
に残っています。

　約300年前、元禄16年11月の「元禄地震」により房総半
島は大きな津波被害を受けました。津波に関する被災の

威徳院（南房総市）の津波到達地点の碑

本興寺の供養碑（長生村） 
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特集 1 過去の津波痕跡と教訓

→詳細は本誌20ページからご覧ください。

「伊豆半島」における津波痕跡

成、避難場所の配置などソフト面での取り組みも行われ
ている。

　伊豆半島の中でも下田市は入り組んだ地形のため、過
去に幾度となく大きな津波被害を受けてきた。水門、陸
閘及び防波堤などハード面の整備とハザードマップの作

了仙寺（下田市）
左側の柱上部に船の衝突した跡（住職の話）
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特集 1 過去の津波痕跡と教訓

→詳細は本誌22ページからご覧ください。

三重県における津波被災痕跡

　紀伊半島東部に位置する三重県は幾度と無く
津波災害を体験している。今後30年以内の東海・
東南海地震の発生が懸念されており、過去の経
験を教訓にハード、ソフト両面における防災対
策に取り組んでいる。

威徳院の津波到達地点の碑

電柱に示された津波到達高さ（尾鷲市）

安政地震津波の高さ

東南海地震津波の高さ

緊急避難塔（錦タワー : 大紀町（旧紀勢町））
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特集 1 過去の津波痕跡と教訓

→詳細は本誌24ページからご覧ください。

　和歌山県はおよそ100年から150年の周期で発生してい
る南海地震のたびに津波よる被害を受けており、今後50
年以内の発生確率が非常に高く予想されている。過去の

南海地震による和歌山県の津波被災痕跡

史跡調査を行い、防災教育、防災意識を高めることの重
要性を再認識した。

田辺津波痕跡モニュメント
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特集 1 過去の津波痕跡と教訓

→詳細は本誌26ページからご覧ください。

　徳島県、高知県の沿岸には地震・津波の記念碑、供
養碑が数多く建立されており、当時の被災の様子などが
刻まれている。現地調査で得られた過去の体験談や教訓

徳島県・高知県津波痕跡地の調査

などをもとに、今後確実に来るであろう東南海・南海地
震に立ち向かわねばならない。

懲毖の説明

懲毖全体

南海地震による和歌山県の津波被災痕跡
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特集 1 過去の津波痕跡と教訓

→詳細は本誌29ページからご覧ください。

　宮崎県内で過去最大の津波被害である寛文（外所）地
震・津波について調査を行い過去の文献、古図等の関係
資料により当時の被害状況や史跡などから貴重な資料を
確認することが出来ました。特に外所地震供養碑につい

宮崎県での津波痕跡調査

ては50年毎に建立され、350年もの間、後世に地震・津
波に関する文化的な遺産を伝えようとした当時の人々の
思いが現在でも引き継がれています。

外所地震供養碑 杉田新左衛門顕彰碑

元禄国絵図（国立公文書館所蔵）　寛文（外所）地震後の古図
図は現在の宮崎市周辺、点線付近が被害箇所と思われる（図中の点線については筆者加筆）
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宮崎県での津波痕跡調査

波によって、その珊瑚礁の一部が陸に打ち上げられ各地
にその痕跡を残している。

特集 1 過去の津波痕跡と教訓

→詳細は本誌32ページからご覧ください。

津波がもたらしたもの（津波石）
　津波石とは津波により海から陸へ運ばれた石である。
沖縄の特徴として島の周囲を珊瑚礁で囲まれており、津

石垣島　大浜の津波石

沖縄県の津波痕跡等
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特集 2 チリ地震津波

→詳細は本誌35ページからご覧ください。

　幸いにも人的被害は無かったものの、チリ地震による
津波で養殖施設や海産物を中心に甚大な被害が発生し
ている。チリ地震を教訓にして、今後20年以内に高確率

チリ地震の経験を生かした地震対策

で発生するといわれている宮城県沖地震へのハードの整
備とソフト対策を行っている。

景観に配慮した高潮護岸（仙台塩釜港）

気仙沼魚市場付近の浸水状況
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特集 2 チリ地震津波

→詳細は本誌 37ページからご覧ください。

チリ地震津波への対応と教訓

避難する時間的余裕もあったが、関係機関との連携や住
民への啓蒙活動など、今後への課題として得られた教訓
をまとめてみる。

　南米中部沿岸で発生したチリ地震による津波が平成22
年2月28日に日本沿岸に到達し、漁業関係を中心に大き
な被害をもたらした。地震発生から津波到着まで時間が
あったため、作業船団が対応策を検討し、実際に港外へ

浸水痕跡（宮古港：ブロック側壁の付着物）

避難船舶（大船渡港）

チリ地震の経験を生かした地震対策
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特集 2 チリ地震津波

→詳細は本誌40ページからご覧ください。

チリ地震津波現地調査

　2010年2月27日に生じたチリ地震津波は、
近代的な港湾を襲った初めての津波であると
言っても過言ではない。タルカワノ港では、
津波によって流されたコンテナや車、船舶が
背後の町を襲うという被害を目の当たりにし
た（写真1、写真2）。また、ほんの少しの避難
の差が生死を分けた（図1）。

写真1　コンセプシオン（タルカワノ港）上空から撮影（提
供：国際赤十字・赤新月社連盟）

写真2　漂流した車やコンテナが破壊力を
増す（タルカワノ港）（提供：EERI）

図1　津波浸水範囲（青色、Valparaiso大
学提供）と死亡者の位置（丸内の数字は年
齢、赤は女性、青は男性、ロビンソンクル
ーソー島）
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トピックス チリ地震津波

→詳細は本誌57ページからご覧ください。

湾口防波堤防護効果の検証

湾口防波堤の効果（大船渡港）

湾口防波堤の効果（釜石港）

チリ地震津波現地調査

津波高

流速

　2010年2月27日にチリ中部沿岸を震源とする地震によ
り、翌28日久慈港・気仙沼港で浸水が発生し、大船渡
港などで養殖筏の流出被害が発生した。これを受けて、
すでに整備の完了している釜石港・大船渡港において、
湾口防波堤の有無による背後域での津波防護効果と、
津波に伴って発生する流速の低減効果について検証を
行った。
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東北地方整備局 企画部 技術管理課　課長補佐
尾　﨑　　幸　男

Yukio OZAKI

津波被害の記録を後生に

　津波の常襲地帯と言われる三陸
海岸は、史上記録されている貞観
の大津波以来たびたび悲劇に見舞
われており、近代になってからは、
明治29年三陸地震津波（死者・行方
不明者2万2千人以上、家屋流出1万
戸以上）、昭和8年三陸地震津波（死
者・行方不明者3千人以上、家屋流
出6千戸以上）、昭和35年チリ地震
津波（死者・行方不明者140人以上、
家屋流出1500戸以上）により壊滅的
な被災を受けたことは生々しい記録
として残っている。
　本調査は、過去の津波被害の痕
跡を調べ直し、今後の津波防災対
策に役立てるため、昭和35年チリ
地震津波の際に旧文部省調査班と
して三陸海岸を調査にあたった、堀
川清司東京大学名誉教授、元港湾

空港技術研究所の小和田亮理事長、
港湾空港技術研究所の高橋重雄津
波防災研究センター長、港湾局梶
原康之海岸・防災課長と関係機関
職員らで宮城県仙台市から青森県
八戸市までの海岸を対象として平成
18年5月16日～ 19日の行程で行われ
た。本報告は、その同行記である。

（１）調査1日目
【宮城県仙台市から気仙沼市】
　宮城県南三陸町（旧志津川町）で
は、チリ地震津波時の痕跡高さを参
考に、当時の津波来襲規模と現況を
比較、気仙沼市では津波発生時の
避難誘導方法や経路などの調査を

実施した。

（２）調査2日目
【宮城県気仙沼市から岩手県釜石市】
　この日は、陸前高田市や大船渡市
内各所の津波被害箇所や津波記念
碑・慰霊碑などを調査。

　さらに、本州津波史上最大水位
（38.2ｍ）到達場所や明治三陸大津波
伝承碑を訪れるとともに、津波体験
者で歴史地震研究会会員の山下文
男氏と対談を行った。

特集1 過去の津波痕跡と教訓

1. はじめに

２. 現地調査の状況

南三陸町には、南米チリ共和国との友好シンボル
として、同国の国鳥コンドルの碑とモアイ像（「未
来に生きる」という意味）が設置されている

気仙沼市での調査状況 本州津波史上最大水位（明治三陸地震津波
38.2m）（大船渡市三陸町綾里）

津波記念碑（上／陸前高田市、下／大船渡市）

岩 手 県

青 森 県

宮 城 県

盛岡市

仙台市

宮古市

大船渡市

久慈市

陸前高田市

釜石市

大船渡市綾里

気仙沼市

南三陸町

石巻市

宮古市田老

八戸市
階上町
洋野町

位置図
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が出来る津波防災ステーションの調
査、青森県階上町の大蛇小学校敷
地内に設置されている海嘯記念碑と
八戸市館鼻公園にある碑の確認を
行い調査を締めくくった。

　調査後、堀川東大名誉教授から
は「各地で防災対策への努力がなさ
れ、地域住民の意識も高いことが確
認できた。避難経路や情報伝達方
法など細かい部分で心配な点はある
ものの、全般的に防災整備が進んで
いるように思う。」とのコメントが寄
せられている。
　「津波てんでんこ」、これからの防
災対策の検討にも欠くことが出来な
い言葉であるが、災害弱者への配
慮を踏まえて、防災意識の向上と防
災知識の普及、さらには学校や職場
における災害教育のあり方をよく考
える時ではないか。悲劇を繰り返さ
ないように。

自主防災組織の大切さを力説してお
りました。

　昭和三陸大津波から70年目の平
成15年、「津波防災の町」を宣言した
宮古市田老（旧田老町）では、延長約
2.5kmにも及ぶ高さ10mの防潮堤建
設や、道路の隅切りをするなど、津
波に対して強い街づくりを進めてい
る。田野畑村では津波岩の存在も確
認されている。

（４）調査4日目
【岩手県久慈市から青森県八戸市】
　最終日は、洋野町（旧種市町）内に
設置されている津波の際に水門を遠
隔操作で安全かつ迅速に閉めること

　対談後、津波防災教育、情報の
配信や活用方策、住民への啓蒙活
動、避難対策のあり方などの重要性
を再認識したところである。

（3）調査3日目
【岩手県釜石市から久慈市】
　これまで調査を行ってきた地域は
沈降地形のリアス式海岸で、宮古市
以北は隆起地形のリアス式海岸が
沖合に向かって湾口が口を開いてお
り、現況でも三陸海岸は津波が集ま
り、高くなりやすい地形であること
が改めて至る所で確認された。
　途中、明治29年の津波が半島を
越えたと記録されている船越湾と山
田湾や南陽寺の溺死者慰霊塔の調
査も行い、当時の被害の大きさと現
在の施設整備状況を比べながら対
策を再検証した。
　宮古市では昭和8年の津波体験者
でＮＰＯ法人「街かどボランティ
ア」代表の山口和子さんと対談する
ことが出来、点灯する灯台のランプ
が津波の来襲で切れてしまったり、
工場が無くなったことなどを生々し
く語っていただき、海から離れてい
る地域の方や津波未経験者への防
災教育、災害弱者避難と安全確保
対応の重要性を強調。
　また、三陸海岸での言い伝え「津
波てんでんこ」（津波時は各自いち早
く避難し共倒れを防ごう）の伝承と

３．まとめ

特 集 津波被害の記録を後生に

防潮堤（宮古市田老）

津波体験者との対談（大船渡市）

津波体験者との対談（宮古市）

隅切りされた道路（宮古市田老）

上／大蛇小学校にある海嘯記念碑（階
上町）
下／館鼻公園の海嘯碑（八戸市）
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関東地方整備局 港湾空港部 港湾空港防災・危機管理課　課長補佐
竹　内　　孝　之

Takayuki TAKEUCHI

「房総半島」の津波痕跡等

　過去、房総半島に大きな津波被
害をもたらした地震として、今から
約300年前の「元禄地震」がありま
す。この地震では、現在の千葉県、
神奈川県、東京都を中心に大きな
被害が出ておりますが、特に千葉
県房総半島の九十九里沿岸地域で
は少なくとも、2,000人以上が津波
の犠牲になったといわれています。
　元禄地震は、相模トラフ沿いに
発生した海溝型地震といわれてお
り、元禄16年11月23日（1703年12月
31日）、真冬の深夜に発生しました。
地震はちょうど日付がかわる真夜中
に発生したので、古文書や言伝え
では、11月22日とも11月23日ともい
われています。
　元禄地震による津波被害の様子
は、寺に残された過去帳、体験者
が記した手記などの過去の記録か
ら知ることができますが、本稿では
千葉県が元禄地震についてまとめ
た「防災誌　元禄地震－語り継ごう
　津波被災と防災－」（以下、「防災
誌」と記載）の中から、これら資料に
ついての記述を紹介します。
　『①高照寺（勝浦市）の過去帳－こ
の過去帳は勝浦における津波被害
を記した資料です。奥書には元禄
地震が発生したときの様子が記さ
れています。
　②高崎浦津波記録（南房総市　個

人蔵）－旧富山町高崎浦の名主が記
録したといわれています。いつ書か
れたかは不明です。寝静まった頃、
急に襲ってきた地震の揺れと津波に
おびえ、あわてふためく状況が詳し
く記されており、地震の揺れの状況、
家屋が押し潰される状況、津波の
押し寄せる状況などやデマに惑わさ
れた人々の姿を知るうえで貴重な資
料です。
　③池上家文書「一代記」（白子町　
個人蔵）－白子町の池上家の先代で
ある長柄郡小母佐村（白子町）の医
師、池上安闊が書き記した覚書です。
今の白子町南白亀川をさかのぼって
きた津波によって、生死をさまよっ
た筆者が一命をとりとめたときの津
波体験の様子が記されています。
津波にまつわる言伝えや津波に対
する心得も記されています。「高崎浦
津波記録」と並び元禄地震を今に伝
える貴重な記録です。』
　このうち、「一代記」の現代語要約
について記載された部分を転載しま
す。
『（現代語要約）
　元禄16年、11月22日の夜、子の刻
（深夜12時ごろ）に突然大地震が襲っ
た。山崩れで谷は埋まり、地割れで
水は吹き出るし、また石壁が崩れて
家は倒れるし、とてもこの世の出来
事とも思えなかった。こんなときは
津波がくるので、早く逃げれば助か
る。

　昔から、津波が来るときは井戸の
水が干上がると云われているので、
井戸を見たがいつもと同じである。
海辺を見れば潮が大きく引いてい
た。そして、丑の刻（午前２時ごろ）
になって、大山のような潮が九十九
里浜に打ち寄せてきた。（中略）
　数千軒の家が流され、また数万
人の僧俗男女のほか、牛、馬、鳥、
犬まで溺死した。木や竹に捕まって
助かっても寒さで死んでしまった。
自分も流されて五位村（現白子町五
井）の十三人塚の杉の木に取り付い
たが既に寒さで仮死状態であった。
しかし、情けある人が焚き火で暖め
てくれたので奇跡的に助かった。家
財はすべて流されてしまった。明石
原の上人塚の上では多くの人が助
かったが、遠く逃げようとしても市
場の橋や五位の印塔では多くの人
が死んだ。（中略）
　これからは大地震のときは必ず大
津波が襲ってくると心得て、家財を
捨てて早く岡へ逃げること。たとえ
近くても高いところだったら助かる
のだ。古所にある印塔の大塚や屋
根に上った人も助かっている。この
ことをよくよく心得ること。（後略）』
　また、津波による被害の様子は、
古文書のほか、津波犠牲者を供養
するための塔や墓碑、位牌などから
推定することができます。
　「防災誌」には、元禄津波の供養
塔や碑、言伝えの分布図がまとめら

特集1 過去の津波痕跡と教訓

1. 房総半島における過去
　 の津波被害
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養碑」、「元禄津波犠牲者大位牌」を
拝見しました。写真－１の左側の供
養碑は、名主が一族の水死者の冥

ともに表示しています。

　初日の15日は、九十九里の旭市の
海岸視察からスタートし、その後、
元禄津波を独自に調査してこられた
東金高等学校・古山豊校長のもとを
訪問し、特に被害の大きかった白子
町から長生村に関する調査結果等
を教えていただきました。次に長生
村に場所を移し、本興寺を訪問し「供

れており、図－１はこの分布図をも
とに作成しています。九十九里浜か
ら内房の鋸南町までの広い範囲で津
波の犠牲者が出ていることが伺えま
す。
　津波の高さは、「日本被害津波総
覧」（渡辺、1998）の元禄地震の津波
高さの推定値によると、南房総市（旧
和田町）で10.5ｍ、館山市相浜で10m
と房総半島南部が最も高く、外房を
北方向に鴨川市小湊で6.5m、九十九
里浜で5～ 6mとあり、また、内房
を北方向に南房総市岩井（海岸）で
7.3mと推定されています。

　関東地方整備局港湾空港部では、
平成19（2007）年10月15日から17日に
かけて東京大学の堀川清司名誉教
授及び独立行政法人港湾空港技術
研究所の高橋重雄津波防災研究セ
ンター長らとともに、房総半島に残
る元禄地震津波の痕跡について現
地調査を行いました。津波の痕跡等
を調査することにより、今後の関東
沿岸における津波対策検討を進め
る上での参考とするものです。
　今回の調査は、房総半島沿岸に
現存する津波犠牲者の供養碑や史
跡、文化財等を訪れ、津波が到達
した範囲や被害の状況等を調べたも
ので、千葉県下において津波の研
究を行っている前千葉県立安房博
物館館長の天野努氏、千葉県立上
総博物館の本吉正宏氏にも同行し
ていただきました。本稿では、この
時の調査行程と写真を中心にした記
録を紹介いたします。
　調査箇所と調査行程については、
図－１のなかに調査順序（○数字）と

特 集 「房総半島」の津波痕跡等

2. 房総半島の津波痕跡現
　 地調査の概要

図ー１　現地調査箇所と調査行程

写真ー１　本興寺の供養碑 

視察
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に記録が伝えられていますが、地震
による津波で本村の人々の家財道
具などが流され、「女子供など二百六
人死亡し」云々と元禄地震による津
波の悲惨なできごとが記されている
とのことです。書かれたのが地震発
生の50年後でありますが、まだ津波
被害の記憶が薄れていない証しとも
言えるでしょうか。
　翌16日には、鴨川市小湊の誕生寺
を訪問し、境内にある石碑や、宝物
館の津波犠牲者供養曼荼羅など貴
重な資料を拝見しました。写真－４
の掛け軸は、左右合わせて407名の
元禄津波犠牲者の方の俗名と戒名
が住所とともに記されています。

　その後、鴨川市横渚の観音寺に
ある大位牌と墓碑を拝見しました。
写真－５は大位牌で、表には145名
の戒名が記されており、女性や子供
の犠牲者が多いことが確認されまし
た。
　また、鴨川漁港の近くにある日枝
神社を訪問しました。神社は約５ｍ
の盛土の上に建立されており（写真
－６）、この丘は慶長地震（慶長9年
12月16日（1605年2月3日））の大津波
を教訓に築かれたもので、元禄地震
のときこの高台に逃げ込んだ人は助
かったという言い伝えがあるそうで
す。

福を祈って建立した供養碑で、18人
の法名が刻まれていますが子供の
法名が多く、裏面に津波の状況が
刻されています。「維　元禄十有六
年十一月廿二日夜　当国一松に於
て大地震有　尋で大波揚る　嗚呼
天平是時民家流れ　牛馬斃亡す　
人は幾千萬の命たるを知らず・・・」。
また、「元禄津波犠牲者大位牌」（写
真－２）については、当時の一ツ松
村では津波による死者384名全員の
戒名を大位牌三枚に刻み本興寺に
おいて盛大な法要を営んだとのこと
です。

　深照寺では、古文書「當山記録・
津浪諸精霊」（写真－３）などを拝見
し住職から当時の様子に関する言い
伝えなどのお話しを伺いました。こ
の文書は宝暦３年（1753）11月23日

　更に南下し、南房総市（旧和田
町）にある威徳院を訪問し、津波供
養碑・供養塔を拝見しました。また、
威徳院へ上る石段の脇には津波到
達地点の碑（写真－７）が彫られてお
り、石段の上から5段目まで津波が
到達したと言われています。
　その後更に南下し、千倉海岸段
丘、房総半島最南端の野島崎を視
察し、館山市相浜にある蓮寿院を訪
問して津波供養碑を拝見しました。
その後、平砂浦を視察しこの日の調
査を終了しました。千倉海岸段丘

写真ー２　本興寺の大位牌　

写真ー３
深照寺の古文書「當山記録　津浪諸精霊」

写真ー４　誕生寺の掛け軸

写真ー５　観音寺の大位牌

写真ー６　高台にある日枝神社



Wave & Beach　19

特 集 「房総半島」の津波痕跡等

　最終日の17日は、内房側へ北上し
館山海岸を視察した後、館山市船
形の大福寺を訪問し、墓碑を拝見
しました（写真－９）。最後に館山市
立博物館にて古地図（写真－10）や
元禄津波に関する古文書（写真－
11）について説明を受け、この房総
半島津波痕跡調査を締めくくりました。

　元禄地震津波に関する史跡等は、
津波犠牲者への供養のためにある
とともに、津波防災についての先祖
からの警告であるとも言えます。今
回の調査を通じて、元禄地震津波
による被害の大きさがよくわかり、
津波の被害を繰り返さないための取
り組みの重要性を再認識させられま
した。
　最後に、本原稿作成にあたり「防
災誌」からの記事引用及び転載に、
快くご了解いただいた千葉県総務
部消防地震防災課に感謝いたしま
す。

から平砂浦にかけての房総半島南
部では元禄地震により土地が４ｍ以
上隆起したと伝えられています。現
在陸続きの野島崎についても元禄地
震前は小島であったものが、地震に
よる隆起で地続きになったといわれ
ています。（写真－８　出典：「防災
誌」千葉県）

写真ー９　大福寺の墓碑

写真ー 11　館山市立博物館の古文書

写真ー 10　館山市立博物館の古地図

写真ー７　威徳院の
津波到達地点の碑

写真ー８　野島崎　破線は、元禄地震で形成されたといわれる海岸段丘の境界を示しており、
海側の境界線が元禄地震前の海岸線であると考えられています。

（出典：「防災誌」千葉県）

3. まとめ

沼Ⅳ面

野鳥崎灯台

沼Ⅳ面
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「伊豆半島」における津波痕跡等

　静岡県の観光名所である伊豆半
島、中でも太平洋に面し、入り組ん
だ地形を有する下田市は過去に幾
度となく大きな津波被害を受けてき
た。今日においても市内各所に当時
の記録が残されている。その中でも
特に安政津波の際には日露和親条
約締結のため多くの政府役人が来
ていたこともあり、日記などの形で
多くの記録が残っている。

・1605（慶長9）年3 ～ 4ｍの津波高さ
・1703（元禄16）年元禄地震津波 5 ～
  6ｍの津波高さ
・1707（宝永4）年下田はほぼ全滅
・1854（安政元）年の安政東海地震津

波では町内の家屋はほとんど流出
倒壊、溺死者122人、戸数875戸の
うち841戸が流失全壊、30戸が半
壊。下田湾内が空になるほど潮が
ひいた後、波が下田富士の中腹ま

で駆け上がったと言われている。
・これ以外にも、1923年の関東地震

津波、1944年東南海地震津波、等 
多々の記録が残っている。

　安政の東海地震後の大津波で犠
牲となった人達を供養する津なみ塚
が建立されている。

　本覚寺山門を抜け、本堂に向かっ
て左側にある慰霊碑（左右は同じ慰
霊碑の別の面）
　この慰霊碑は、町民により建立さ
れたことが特徴

特集1 過去の津波痕跡と教訓

1. はじめに

中部地方整備局 港湾空港部 港湾空港防災･危機管理課　沿岸安全係長
大　塚　　尚　志

Takashi OTSUKA

3. 稲田寺（とうでんじ）
の津なみ塚

モジャイスキーによる安政東海地震津波時の下田
（図中、右端の大船がディアナ号）
（戸田造船郷土資料博物館所蔵資料）

2. 主な津波災害の記録

津なみ塚

阿弥陀如来座像

4. 本覚寺の慰霊碑

「爲津浪溺死群霊抜苦與楽」と記される

「嘉永七甲寅年十一月四日　施主之面々　現安後
善」と記される。剥離が進行

（下）参道の石段
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ため水門、陸閘及び防波堤等のハー
ド整備のみならず、ハザードマップ
の住民への提示、避難場所の配置
など人命保護に向けた取り組みは

『さすが静岡』と思わせるものが多々
ある。高所への避難は非常に重要な
対策であるが、高齢者などの要支

　安政の津波の際、参道の石段4段
目まで津波が押し寄せたとの記録あ
り（写真-1）

　住職の話によると、
（写真-2）の左側の柱上
部が船が衝突した跡
との事。
　等々

　静岡県沿岸は、1707
年の 宝 永 地 震 津 波、
1854年の安政東海地
震津波など、過去に繰
り返し津波被害を受け
ており、今後も東海地
震などにより地震や津
波被害が想定されて
いる地域である。この

援者をいかに逃がすかが課題とな
る。地域コミュニティの共助に期待
する部分も多いが、地震発生の数
分後に来襲する津波の被害につい
ての詳細な検討と避難場所の配置
など、今後の検討課題ではないかと
考えるところである。

5. 長楽寺の津波犠牲者供
養碑と石段

（右）津波犠牲者供養碑

（写真 -1）長楽寺（日露和親条約（日露通好条約）が締結されたお寺）

６.  了仙寺

左側の柱上部に船の衝突した跡（住職の話）
（写真 -2）了仙寺（1854 年、ペリーとの間で日米和親条約の付録協定「下
田条約」が締結されたお寺

7．まとめ

特 集 「伊豆半島」における津波痕跡等

下田港　津波から市街地を守ること、また航行船舶の避難港として防波堤の整備を進めている。

（下）参道の石段
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三重県における津波の痕跡

　三重県は、紀伊半島の東部に位
置し、1,000kmを超える海岸線を有
している。その沿岸部では、昭和
19年の東南海地震による津波災害
をはじめ、これまでに幾度となく津
波災害を体験してきた。その痕跡
は、県内各地で、今も確認すること
ができる。

　尾鷲市賀田にある東禅寺には、
この地方の主な津波地震の記録が
残されている。そのうち津波に関す
る記録は、
・仁和三年（887）東海地震津浪死者

多し
・正平十六年（1361）南海道地震津波

襲う
・明応七年（1498）大地震紀伊から房

総に津浪起る．流死一万人に及ぶ
などが刻まれている。
　また、これには「地震の前兆」もあ
わせて記載されており、その一つに

は、“地震の前兆。「震源地付近で地
鳴りの聞えることがある」、「井戸の
中で地鳴りがする」、「海の底がジャ
ンジャン鳴る」”と書かれている。

　宝永地震（1707年, マグニチュード
8.4）による津波は、尾鷲浦に大きな
被害をもたらした。この供養塔『経
塚・三界万霊』は、大津波の犠牲者
の七回忌に供養建立されたものであ
り、東を向いている正面以外の三面
には、被災状況などが彫刻されてい
る。
　なお、この供養塔は、尾鷲市の有
形文化財に指定されている。

　安政東海地震（1854年, マグニチ
ュード8.4）による津波による被害は、
伊勢志摩や熊野灘沿岸が大きかっ
た。その時の津波の潮位を示す碑を
尾鷲市賀田の住宅地で見ることがで

きる。三重県下の津波痕跡高は最
大10mにも達していた。

　東南海地震（1944年, マグニチュ
ード7.9）による津波の高さは、伊勢
湾岸の北部では0.5m程度であった
が、南部ほど高く、大きな湾内に入
り組んだ地形を持つ海岸では、5m

特集1 過去の津波痕跡と教訓

1. はじめに

中部地方整備局 港湾空港部 港湾空港防災･危機管理課　沿岸安全係長
大　塚　　尚　志

Takashi OTSUKA

写真１．津浪地震の記録（東禅寺）（位置図ａ）

2. 主な津波災害の記録

3. 馬越の津波供養塔

写真２．馬越の津波供養塔（位置図ｂ）

4. 安政津浪潮位点の碑

写真３．安政津浪潮位点　（位置図ｃ）

5. 東南海地震津波の痕跡

写真４．国道沿いにある東南海地震津波到達地点
の石碑（位置図ｄ）
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の自動化、迅速な避難行動を支援
するための安全な避難経路の確保
などがあげられる。また、ソフト面
では、避難誘導標識等の設置や啓
蒙活動、子供たちへの防災教育な
どがあげられる。

以上の高さに達するところもあっ
た。
　津波の痕跡は県内各地で確認す
ることができ、特に被害の大きかっ
た熊野灘沿岸に多くの痕跡を見るこ
とができる。

　この地域では、東海・東南海地
震の発生が懸念されており、中央防
災会議では、その発生確率は今後
30年以内に80％と、非常に高い確率
を示している。
　また、上述したように、過去に幾
度となく津波の被害を受けており、
これらの経験を教訓に、津波に対す
る防災対策に取り組んでいる。
　ハード面では、高台など津波に対
する避難地がない地域への津波ス
テーションの設置や、津波による浸
水時間を遅らせるための陸閘・水門

　「東南海地震」から60年以上が経
過した現在、津波災害の恐ろしさを
風化させることなく、今後の津波災
害の対策にいかしていくことが重要
であると考える。

参考文献
津波調査報告書：三重県　H7.10

６. 教訓を生かして

7．おわりに

三 重 県

尾鷲

奈 良 県

熊野

志摩

伊勢

d
a
c e

賀田駅

f

錦漁港

b

尾
鷲
駅

写真５．電柱に示された津波到達
高さ（位置図ｅ）

安政地震津波の高さ

東南海地震津波の高さ

写真６ 緊急避難塔（錦タワー : 大紀町（旧紀勢町））（位置図ｆ）

（参考）本文中掲載写真位置図

特 集 三重県における津波の痕跡
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和歌山県津波痕跡等調査

　和歌山県は古くから南海地震の
度に津波による被害を受けてきてお
り、1707年（宝永４年）の宝永地震、
1854年（安政元年）の安政大地震、
1946年（昭和21年）の昭和南海地震
でも甚大な被害を被っている。
　南海地震は約100年から150年周
期で発生を繰り返しており、今後50
年以内の発生確率は南海地震が80
～ 90％、東南海地震が90％程度と
され、将来、確実にこれらの地震
が発生するとされている。
　津波痕跡の記録としては、昭和
南海地震により58名の犠牲者を出
した新庄村（現田辺市新庄）の新庄
公民館が、まだ記憶も生々しい昭
和26年に刊行したものを復刻した
「昭和の津浪」などがあり、数多くの
津波潮位標が残されている。

　今回の津波痕跡等調査は、2005
年12月14日からの三重県の調査を引
き継ぎ、15日から16日にかけて行わ
れたものであり、前述の復刻版の中
にも記載のある”田辺津波痕跡モニ
ュメント”、「稲むらの火」で有名な偉
人「濱口梧陵」が築いた”広村堤防”、
石垣築造の先端技術を駆使した”水
軒堤防”の視察を行った。

①田辺津波痕跡モニュメント
　内ノ浦干潟親水公園内にある、安
政南海地震と昭和南海地震の時に
この地区を襲った津波の高さを示す
モニュメントで、1999年（平成11年）
３月に設置されたものである。
　この地区は1960年（昭和35年）のチ
リ地震津波でも被災しており、その
後に津波対策として文里港防波堤
が築造された。

②広村堤防
　濱口梧陵は、安政地震津波の来
襲時、自らの稲むらに火を放ち、こ
の火を目印に広村の村人を誘導して
安全な場所に避難させ、多くの人命
を救った。これが有名な「稲むらの
火」であるが、村人を助けた梧陵は
被災者の救済や復旧にも尽力した。
　広村堤防は、百年後に再来する
であろう津波に備えて梧陵が巨額の
私財を投じ、海岸に高さ約５ｍ、長
さ約600ｍの堤防を築き、その海側
に松並木を植林したものであり、梧
陵は約４年間にわたったこの大工事
に村人を雇用することによって、津
波で荒廃した村からの離散を防いだ
とのことである。この堤防があった
ため、昭和南海地震津波による被害
が町の中心には及ばなかったと言わ
れている。
　現在、津波による背後地域の被

特集1 過去の津波痕跡と教訓

1. 津波被害等の状況概要 ２. 現地調査の状況

過去の主な津波災害履歴（和歌山県の被害状況）
（「日本の地震活動ー被害地震からみた地域別の特徴ー（追補版）」（地震調査研究推進本部地震調査委員会（編平成11年3月）から作成）

1498. 9. 20

1605. 2. 3

1707. 10. 28

1854. 12. 23

1854. 12. 24

1944. 12. 7

1946. 12. 21

明応東海地震
（8.  2～8.  4）
慶長地震
（7.  9）
宝永地震
（8. 4）

安政東海地震
（8. 4）

安政南海地震
（8. 4）

昭和東南海地震
（7. 9）

昭和南海地震
（8. 0）

地震
津波
地震
津波
地震
津波
地震
津波
地震
津波
地震
津波
地震
津波

多数

688

※（60）
※（699）
※（60）
※（699）

51

269

700
681
1,896

※（約1万）
※（約1万）
※（約1万）
※（約1万）
121
153
969
325

東海・東南海地震

東海・東南海・南海
地震同時発生

東海・東南海・南海
地震同時発生

東海・東南海地震

南海地震

東南海地震

南海地震

トラフの位置
による区分家屋全壊

死者・
行方不明

区分地震の名称
（マグニチュード）

地震発生年月日

※1「家屋全壊」には、家屋全壊、住宅全壊、家屋流出を含む。

※2安政東海地震と安政南海地震の被害は区別が困難なため、まとめて表示している。

和歌山県津波痕跡等調査位置図

水軒堤防

広村堤防

田辺津波痕跡モニュメント

位置図

近畿地方整備局 港湾空港部　港湾空港防災・危機管理課長
佐　々　木　　高　雄

Takao SASAKI
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広村堤防

戦の混乱期にこの地に来られた方々
と聞く。「昭和の津浪」の復刻や津波
痕跡モニュメントは、次に来るであ
ろう津波への備えを後世に訴えかけ
るものであり、津波に対する認識を
もっているか、もっていないかが、
生か死に別れることを教えてくれて
いる。
　水軒堤防が宝永・安政・昭和南
海地震といった大地震によって破損
することなく現在に至るまでその姿
を保っていることは、今日までその
役割を十分果たしてきたことが伺え
るとともに土木技術の高さを示すも
のであり、改めて土木行政に携わる
ものの責務を自覚させられる。
　また広川町では濱口梧陵をはじめ
とする先人の遺徳をしのぶため、広
村堤防中央付近に感恩碑を建て、こ
こを開催場所として「ふるさとを大
切にし、災害の恐ろしさを知り、お
たがいに助け合い」を目的に、全国
的にも希な「津波まつり」を毎年実施
しているそうである。この祭りが梧
陵らの業績を称えるとともに広村に
おける津波被害を想起させ、防災教
育・防災意識継承の場として、いつ
までも継続されることを願ってやま
ない。

で構築され、こぶ出しの技法を用い
るなど精巧な技法を用いて非常に丁
寧に造られており、城などでは確認
できるものの、堤防としては全国的
にも類例のない現存する唯一のもの
とのことである。
　砂で覆われ忘れられかけていた
が臨港道路拡幅工事に伴う発掘調
査で再び注目を浴び、工事で解体
した車道部の史跡は、旧水軒駅付
近の鉄道跡地へ復元移築する予定
である。

　昭和南海地震津波による田辺市
の58名の犠牲者の大半は、第２次大

害軽減と港の静穏度確保を目的に、
湯浅広港津波防波堤の整備を行っ
ている。

③水軒堤防
　水軒堤防は和歌山市西浜地内に
現存する堤防で、1959年（昭和34年）
に県史跡に指定されている。「和歌山
県史跡名勝天然記念物調査会報告
書」によると、初代紀州藩主徳川頼
宣の時代に朝比奈段右衛門（隠居名
水軒）が築造したもので、寛永年間
（1624 ～ 1644年）に約13年かけて築
造したとされ、防波堤の高さは3～
6間（5.4 ～ 10.8ｍ）で、全長900余間
（1.62km）とされている。
　この堤防は切石を用いて石積み

３．まとめ

特 集 和歌山県津波痕跡等調査

水軒堤防

田辺津波痕跡モニュメント
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四国地方整備局 港湾空港部 港湾空港防災・危機管理課　沿岸安全係長 
柴　谷　　大　介

Daisuke SHIBATANI

徳島・高知沿岸における津波痕跡等
調査について

　過去から繰り返し地震・津波に
よる大きな被害を受けてきた徳島
県、高知県。その沿岸には、数多
くの南海地震・津波の記念碑、供
養碑が建立されている。これらには、
被害の様子や得られた教訓などが
刻まれており、今後の対策を考える
重要な手掛かりとなる。
　このような中、平成19年５月28日

（月）～ 30日（水）に東京大学の堀川
名誉教授及び（独）港湾空港技術研
究所の高橋津波防災研究センター
長らにより実施された、徳島県並び
に高知県の沿岸域における南海地
震津波の痕跡調査について報告す
る。

　四国に大きな影響がある東南海・
南海地震は、過去概ね100 ～ 150年
の間隔で発生しており、江戸時代

（1605年）以降、約400年で４回発生
している。同時に発生したとされる
1707年の宝永地震のほか、32時間
の間隔をおいて発生した1854年の
安政東南海地震・安政南海地震、
約２年間の間隔をおいて発生した
1944年の昭和東南海地震・1946年
の昭和南海地震がある。
　1707年に発生した宝永地震は、
遠州灘沖と紀伊半島沖で２つの巨

大地震が同時に起こったと考えられ
ており、関東から九州に至る広い範
囲で揺れがおこり高知県では震度６
以上と推定されている。津波は、徳
島県や高知県沿岸で高さ５～８ｍに
達し、紀伊半島から九州までの太平
洋沿岸や瀬戸内海をおそっている。
　1854年の安政南海地震は、四国
沖から紀伊半島沖にかけての南海ト
ラフ沿いの地域を震源域として発生
しており、徳島県や高知県では震度
６相当の揺れであったと推定されて
いる。津波は、四国の太平洋沿岸や
潮岬付近以西の紀伊半島沿岸など
で高く４～７ｍに達し、中でも高知
県の土佐で11ｍ、須崎で8.5ｍにも
達している。
　1946年に発生した昭和南海地震
は、四国沖から紀伊半島沖にかけて
の沿岸部を含んだ南海トラフ沿いの
地域を震源域として発生しており、
徳島市、高知市などで震度５が観測
されている。津波は、房総半島から
九州に至る沿岸をおそい、特に徳島
県、高知県沿岸における津波高は４
～６ｍに達している。
　また、1960年には南米のチリ沖で
発生した地震により日本へ津波が押
し寄せ、太平洋岸のほとんど全域で
津波が観測された。津波高は１～４
ｍであったが、太平洋沿岸の各地
で大きな被害が発生した。

徳島編
　初日の28日には、まず鳴門市に向
かい昭和南海地震時の小鳴門海峡
における大規模な潮位変動につい
て、磨見勅彦氏等から体験を御聞き
した。その後、阿南市の橘港にある
住吉神社において昭和南海地震津
波の様子が記されている海嘯潮痕
標石及び痕跡を視察してから、美波
町由岐に向かった。由岐においては、
四国最古の南海地震関連の碑であ
る由岐康暦碑等を視察するととも
に、山田恵子氏等から津波で流され
たときの生々しい体験談や、先進的
な自主防災組織の取り組みについて
説明を受けた。
　翌日の29日は、海陽町の浅川港に
おいて天神社、観音堂を始めとした
数多くの碑を視察して廻るととも
に、大田充治氏から津波の体験談
を聞かせて頂いた。また、五軒家町
長からは、昨年度整備が完了した津
波防波堤についての思いを熱く語っ
て頂いた。その後、鞆奥漁港の傍に

特集1 過去の津波痕跡と教訓

1. はじめに

熱心に体験談に聞き入る参加者（美波町由岐）

２．過去の地震・津波の概要

3. 現地調査の状況
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れた石碑（岸本飛鳥神社懲毖）を視
察し、中村豊氏（岸本地区まちづく
り協議会会長）から説明を受けた。
次に、高知市の五台山に登り、山頂
から高知市内を眺めながら、堀内昭
五郎氏（NPO浦戸湾昔物語語り部の

高知編
　29日の午後からは、高知県の南海
地震津波痕跡調査に入った。
　まず始めに、香南市において、安
政南海地震による甚大な被害を後
世への戒めとして伝えるため建てら

ある数少ない慶長南海地震の碑で
ある大岩慶長宝永碑を視察し、南
海地震津波古文書の翻訳書「震潮
記」を出版された田井晴代氏等のお
話を御聞きした。

徳島・高知沿岸における津波痕跡等
調査について

津波の碑を熱心に観察する参加者（海陽町浅川） 岸本飛鳥神社懲毖の視察（香南市香我美）

特 集 

5/28
阿南市

5/29
高知市

5/29
香南市

5/30
須崎市

5/28
美波町

5/29
海陽町

（鞆奥漁港）

5/30
土佐市

5/29
海陽町

（浅川港）
5/30
須崎市

（野見漁港）

須崎八幡宮

南海大地震
遭難者追悼之碑

寶永津波溺死の塚

住吉神社

由岐康暦碑

大岩慶長宝永碑

海嘯潮痕標石岸本飛鳥神社懲毖五色台

観音庵

浅川天神社旧碑

震災復興記念碑
震災復興記念碑

津波最高位跡

徳島県

高知県

愛媛県

香川県
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○阿南市【徳島県】　　　
　住吉神社「海嘯潮痕標石」
　　→「大地震が静まると大音響と

ともに津波が来襲し、第１波は
住吉神社の石段６段目まで浸
水し、第２波で階段10段目まで
浸水した（昭和南海地震）」と記
されている。　

　
○海陽町【徳島県】　　　
　浅川天神社旧碑　　　　　　　

→「安政東海地震の翌日五日
は、晴天で雲風、日輪朧の如く
暖かなる事三月頃のようだっ
た。これを不審に思い山上へ
荷物を運ぶ人もいた。午後四
時頃大地震になり、揺り終わっ
て後、高さ三丈（約九米）の津
波が入って人家は悉く流出した
が、用心していたので村中には
怪我人はなかった」と記されて
いる。

　浅川観音庵地蔵台座銘
　→「宝永地震の津波で百四十人余

りの人々が溺死した」と記され
ている。

　大岩慶長宝永碑
　→慶長と宝永の南海地震のこと

が彫り込まれており、慶長の碑
文には津波で百人余りの人が
亡くなったことを後世に伝えよ
うとしたことが刻されている。
慶長の碑文の右には約半分の
大きさで、宝永地震のことを刻
しており、「言い伝えを守ったた
めか一人の死者も出していな
い」とある。

○香南市【高知県】
　岸本飛島神社懲毖
　→宝永地震の言い伝えを昔話と

特 集 
徳島・高知沿岸における津波痕跡等
調査について

会）より津波体験談を話して頂いた。
　翌30日は、高知市から土佐市及
び須崎市方面に向った。土佐市で
は昭和南海地震による震災復興記
念碑を視察した。須崎市は、高知
県内でも古くより大きな津波被害を
受けてきた地として知られており、
多くの痕跡が残っている。当地では、
大家順助氏（須崎市文化財保護委
員）による津波体験談を交えながら、
野見漁港に建てられた昭和南海地
震による震災復興記念碑や津波最
高潮位跡、須崎八幡宮の木札及び
南海大地震遭難者追悼之碑、西糺
町にある寶永津波溺死の塚などを
視察し全行程を終了した。

　津波の痕跡地を訪ね、二度とこう
した悲惨な被害を後世の人々に味
あわせたくないという先人の想いが
ひしひしと伝わってきた。また、体
験談ではその状況が脳裏に生々しく
描き出された。どのように津波が来
て、どのように被害を受けたのかを
知り、それを教訓として確実に来る
であろう東南海・南海地震に立ち向
かわなければならない。
　以下に、今回の調査で確認でき
た主な教訓、伝承等を記して本報
告を終える。

して油断したために大きな被害
が出たことを、後世への戒めと
して、この石碑を作ったことが
彫り込まれいる。

「 安 政 元 年 十 一 月四日（1854. 12．
24）に地震があり（安政東海地震のこ
と）手結港の潮が大きく引いてウナ
ギが沢山捕れた。翌日十一月五日の
夕刻再び大地震が起こり、それによ
る津波が打ち寄せて、堤防決壊や
家屋の流出、高知市などでは火災も
発生した」などその時の状況が彫ら
れている。

○土佐市【高知県】
　震災復興記念碑
　→昭和南海地震に対するもので

記念碑の説明書きには、「欲を
棄てて逃れた者は命助かり
し」の言い伝えを守り、犠牲者
は僅少であった事が記されて
いる。

○須崎市【高知県】
　須崎八幡宮木札
　→宝永地震で流出した神輿が伊

豆の下田で拾われていたこと、
その神輿を返して貰ったことが
記されている。

　寶永津波溺死之塚
　→「宝永地震で溺死した四百人余

りが、糺池にまるで筏を組むよ
うに折り重なっていた。その時
に埋葬されていた遺体を、改
葬することになって準備をして
いたところ、安政地震が起こっ
た、しかし教訓を生かして高台
に逃げたので、昔のような被害
ではなかった。ただ舟で逃げよ
うとした三十人余りは波に飲み
込まれた」などと刻まれている。

　　

4. まとめ

紅雲寺津波最高潮位跡より野見湾を望む
（須崎市野見）
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九州地方整備局 宮崎港湾・空港整備事務所　港湾保安調査官
高　山　　　優
Masaru TAKAYAMA

寛文（外
と ん と こ ろ

所）地震・津波の遺産
～宮崎県の津波調査にて～

　九州南東部に位置し太平洋に面
した宮崎県沿岸では、日向灘沖地
震や南海道沖地震等の影響を受け
やすく、過去数多くの津波被害を
被ってきたところです。
　今後も沿岸部を中心に大規模地
震が発生する確率は非常に高く、
津波発生の危険性が懸念されてい
ます。宮崎県内での津波被害状況
について文献、資料等により情報
収集を行い宮崎市、日南市及び日
向市の地震・津波の研究家、体験
者等へのヒヤリングと現地調査を
実施しました。
　本文は、特に県内での津波被害
の大きかった寛文（外所）地震・津
波について報告するものです。

　県内において人命の損失を含む
大きな被害を与えた地震・津波に
ついては、寛文２年（1662年）日向灘
沖、宝永4年（1707年）紀伊半島・南
海道沖、明和6年（1769年）日向灘沖、
安政元年（1854年）東海道・南海道
沖などの地震によるものが過去の
文献によって確認できます。
　表－１は津波被害を及ぼした主
な地震について示しています。

　表－１のとおり寛文（外所）地震は
県内での津波高さは４～５mで被害
の規模としては死者数多数、潰家
3,800戸の記録があります。また日向
纂記（平部嶠南著）によれば「宮崎沿
岸の一部の地が陥没して海となる」
との記述など県内では過去最大の
津波被害を受けています。
　県内の津波に関する資料は少なく
記録もあまり存在していませんが地
震の供養碑、津波の被害後の干拓
堤防などいくつか関連する史跡の存
在を確認できます。

　1662年10月31日（寛
文2年9月19日）に日向灘
沖（北緯31.7度・東経
132度）を震源とするマ
グニチュード７．６の地
震が発生し宮崎県から
鹿児島県大隈半島の一
帯にまで津波の被害が
及んでいます。特に飫
肥藩（現在の宮崎市大

特集1 過去の津波痕跡と教訓

1. はじめに

2. 宮崎県内の地震・
　 津波被害

表ー１　県内に津波被害を及ぼした主な地震

3. 寛文（外所）地
震・津波について

図－１　現地調査位置図

図－２　宮崎市大字熊野周辺図

寛文（外所）地震
宝永地震
明和地震
安政南海地震
昭和南海地震
チリ地震
日向灘地震

地震名

1
2
3
4
5
6
7

No.

1662/10/31
1707/10/28
1769/08/29
1854/12/24
1946/12/21
1960/05/24
1968/04/01

発生日

死者多数、潰家 3,800 戸
県内の被害不明、国内最大級の地震。
延岡城、大分城で被害
県内の被害不明、国内では津波の被害大
負傷者 5、半壊 3、家屋浸水 1,165
床上浸水 168戸、床下浸水 145戸、船舶被害 32隻
負傷者 15、半壊 1、一部損壊 9

県内における被害の規模等

347
302
240
155
63
49
41

経過
年数

7.6
8.4
7.4
8.4
8.0
8.5
7.5

M

 4～5m
 3～4.5m
1～2m
2m
1.6m
3.0m
2.0m

津波高北緯
31.7
33.2
32.3
33.0
33.0
-
32.3

震源
東経
132.0
135.9
132.0
135.0
135.6
-
132.3
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13年程遅れています。

■正蓮寺　内堤（うちつつみ）・
　外堤（そとつつみ）
　国道220号線を島山の交差点から
西へ入り民家を抜けると加江田川沿
いに田畑が広がっています。この周
辺は寛文（外所）地震・津波の影響
で地盤が下がったと考えられ水没し

には文化7年6月24日の建立日が刻印
されており1810年に当たります。
200年碑については、文久2年4月8日
建立日の刻字があり、1862年に当た
ります。250年碑には大正14年2月村
長石黒高七区長小八重清助と刻ま
れており63年目の1925年に建立され
ています。300年碑は、昭和32年（1957
年）9月19日に宮崎市において建立
されたもので、当時の宮崎市長有馬
美利氏（故人）の碑文が刻まれていま
す。350年碑は平成19年9月15日に建
立され宮崎市熊野島山地区の住民
の人 に々より供養祭が行われています。
　表－2に供養碑と建立された経過
について整理してみると250年碑に
ついては前回建立から63年が経過
しており、本来ならば明治45年以前
に建立すべきですが何らかの原因で

字熊野周辺）を中心に被害が生じて
おり、県内では延岡、高鍋、佐土原、
飫肥の各城下町で甚大な被害があ
ったことが文献及び資料に記載され
ています。

■外所地震供養碑
　宮崎市街から南へ10㎞ほど行っ
た宮崎市大字熊野の国道220号線沿
いの道路脇に寛文（外所）地震の供
養碑があります。被災後、50年毎に
建立され現在では７基の供養碑が
並んでいます。被災当時の人々の思
いが現代にまで引き継がれていま
す。
　現地には「寛文２年（1662年）9月
19日夜半、日向灘沖を震源とした地
震が津波を伴い日向灘一帯を襲っ
た。当時の外所地区は、青島と並ん
で東に突き出した所に存在したが、
寺と共に一夜のうちに海に没した」
と書かれた説明板も建てられており
現在でも地元住民の人々により供養
されています。

【供養碑建立について】

　写真手前から50年碑、100年碑と
順に350年碑まで7基が並んで建立
されています。1基目（50年碑）につ
いては、破損しており建立年は不明。
2基目（100年碑）については、破損し
た石碑に一部、文字が確認できます
が建立年については不明。150年碑

表－２　供養碑と建立された経過

外所地震供養碑

図－３　史跡位置図（宮崎市大字熊野）

正蓮寺内堤

正蓮寺外堤

内堤

外堤-
50年碑
100年碑
150年碑
200年碑
250年碑
300年碑
350年碑

供養碑
建立年

西暦
1662年
1712年
1762年
1810年
1862年
1925年
1957年
2007年

和暦
寛文2年
正徳2年
宝暦11年
文化7年
文久2年
大正14年
昭和32年
平成19年

-
50年
100年
148年
200年
263年
295年
345年

被害からの
経過

推定
推定

備　考
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時の飫肥藩の有力者だったと推測さ
れ、飫肥藩は石高からすると通常の
3倍もの侍を抱えており、こうした
インフラ整備にも武士が貢献してい
たのではないかと推察されています。

■外所の位置について
　外所の位置については、文献や
資料を調べると日向纂記（平部嶠南
著）に当時の被災内容についての記
述がありますが位置について特定す
るのは難しいと思われます。
　地元の方によれば、加江田川の河
口付近との話もあれば供養碑が建
立されている辺りとの話もありはっ
きりしないようです。
　郷土史の研究家によると図－４
は、地震前の絵図で図中（点線内）、
清武川の南岸に「外ノ所川舟渡広　

特 集 寛文（外所）地震・津波の遺産
～宮崎県の津波調査にて～

て海になったと言われている正蓮寺
平野で、飫肥藩により地震・津波の
被害から約50年後の享保年間（1716
～ 1736年）約20年にわたり東西に約
870mに及ぶ内堤を築き干拓し面積、
約130haの水田を復興させていま
す。さらに、文政年間（1818 ～ 1830
年）には、約10年をかけて島山の杉
田新左衛門が中心となり、東西に約
1,600m、にわたる外堤を築いて干
拓に当たり約60haの新田を開いてい
ます。
　現在では、内堤の跡は道路として
利用されており当時の状況は見るこ
とは出来ませんが、外堤は加江田川
沿いに小高い堤防のなごりが残って
います。
　地元の方によれば内堤は、古樋

（水門）が2カ所あり古樋のあたりで
幅は10m程度。現在の道路舗装幅よ
り３～５ｍ程度広く高さも2m程度
だったようです。終戦後、内堤の天
端を均し農道として使われていたよ
うで平成13年頃に舗装され現在の
道路となっています。
　外堤の場所は、現在の国道220号
の道路端から東側を平行して通っ
ている旧道あたりで、15 ～ 20m程
度の幅があり新樋（水門）が3カ所、
存在したようですが、国道の橋が架
けられるときに撤去されているよう
です。

■杉田新左衛門顕彰碑
　内堤完成後、外堤の整備に尽力
した人物、杉田新左衛門に対して干
拓の偉業を称え現在の総合運動公
園横に顕彰碑が建てられています。
　郷土史の研究家によると杉田新
左衛門について記録上はほとんど残
っておらず外堤の整備に尽力した当

六十間」との記載があります。今の
木花駅南側付近、やはり50年毎に
供養碑が建てられていた場所の付
近だと思われます。図－５は、地震
後の絵図であり両絵図は同類の地
図であり絵図を比較し現在の地図と
照らし合わせると外所村の位置およ
び地震津波来襲後の海となった部
分が推測でき津波の被害が大きか
ったことが確認できます。

　今回の調査により、県内の地震・
津波について過去の文献、古図等
の関係資料により当時の被害状況や
史跡などから貴重な資料を確認す
ることが出来ました。特に供養碑に
ついては50年毎に建立され、350年
もの間、後世に地震・津波災害に関
する文化的な遺産を伝えようとした
当時の人々の思いが現在でも引き継
がれていることに目を向け広く認知
されるよう今後も取り組んでいきた
いと思います。
　最後に今回の現地調査にあたり
葛岡正人氏、長友禎治氏には、寛
文（外所）地震・津波に関する情報
提供を含めご協力頂き改めて感謝
を申し上げます。

杉田新左衛門顕彰碑

4. おわりに

図－４　正保国絵図（宮崎県総合博物館所蔵）
正保（1644 ～ 1648 年）：寛文（外所）地震前

（図中の点線については筆者加筆）
図－５　元禄国絵図（国立公文書館所蔵）
元禄（1688 ～ 1704 年）：寛文（外所）地震後

（図中の点線については筆者加筆）
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沖縄県の津波痕跡等

　沖縄においては、近年大規模な
地震が無い事から地震が少ないイ
メージが定着しているが、沖縄近
海にはユーラシアプレートとフィリ
ピン海プレートの境界があり、大規
模な地震が発生する可能性が指摘
されている。（図－1参照）
　過去には死者を伴う地震も記録
されており、また、記憶に新しい今
年２月のチリ地震津波であるが、50
年前のチリ津波では沖縄県北部に
おいて３名の死者、橋の決壊等被
害を記録している。

　過去の災害の中でも最大の被害
を記録した明和の大津波に関して
は、石垣島の被災状況を当時の王
府に報告した古文書（大波之時各村
之形行書）、琉球王府編纂の史書（球
陽）等の資料が存在する。（図－2参照）
　それら文書によると、石垣地域、
宮古地域あわせて約12,000人の犠牲
者がでた琉球史上最大の津波であ
り、特に石垣地域では約9,000人以
上の犠牲者であったと報告されてい
る。また､津波の最大高さは28丈２
尺（85.4ｍ）と記載されており、現存
する記録としては最大である。ただ

し近年では痕跡等の調査から35ｍ
程度と言われている。
　一方、津波の痕跡として、津波
石についても記述があり、また各種
文献や学術調査で指摘されている
津波石について紹介する。
　沖縄の津波痕跡の特徴として、
津波石がある。これは島周辺珊瑚
礁に起因しており、リーフエッジの
庇状の珊瑚礁が津波により破壊さ
れ陸域に打ち上げらものと考えられ
ている。
　津波痕跡として、石垣島各地に
多数確認されている津波石につい
て、伝承等では明和の大津波で陸
域に打ち上げられたものとされてい
たが、近年、年代に関する調査が行
われ、明和の大津波以前の古津波
による津波石が多数存在する事が
判明（琉球大学：河名俊男）した。

　写真1は、石垣島で最大級の津波
石である津波大石（つなみうふい
し）、約2000年前の古津波で打ち上

特集1 過去の津波痕跡と教訓

1. はじめに

沖縄総合事務局 開発建設部 港湾空港防災危機管理課　課長補佐
大　村　　　誠

Makoto OUMURA

2. 津波の記録・痕跡

図－ 1　沖縄近海の地震（石垣島地方気象台資料を参考）

図－ 2　震源地
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　石垣島の東南部大浜南海岸にある津
波石、通称（マラベー石）約1000年前の
古津波によって打ち上げられた。（写真3）

　古文書に明和大津波で糸数浜にあ
った（ふこらおり石）が数キロ移動し

げられたと考えられる。推定重量700
トン。石の表面にはサンゴの化石が
密集している。（写真2）

３．まとめ

写真 2　津波大石の表面のサンゴ化石

写真 3　通称（マラベー石）　撮影：河名俊男

て現在の場所に運ばれた可能性があ
ると推測されている津波石。（写真4）

　平成18年に東京大学名誉教授で
ある堀川先生が沖縄の津波痕跡に
ついて調査された際、沖縄総合事
務局も一部同行し、沖縄本島ではヘ
リにより上空から痕跡調査を行い、
また石垣島では「八重山の明和大津
波」牧野清著を参考に津波石につい
て現調査を行った。
　その調査結果と「八重山の明和大
津波」牧野清著より石垣島の南岸に
おける津波石の概要（100トン以上）
を下図にまとめた、調査時に確認さ
れた大型（100トン以上）の津波石で
最も内陸に位置する物は海岸から約
３ｋｍであった。

　石垣島南岸の津波石の概要（100

写真 1　大浜の津波大石

写真 4　石垣島南側リーフ上にある石　撮影：河名俊男

図－ 3　打ち上げられた100トン以上の津波石の位置

特 集 沖縄県の津波痕跡等
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　明和大津波の痕跡によって石垣
港の港湾に隣接する市街地の津波
浸水区域を検討したデータでは、市
街地の約半数は浸水する結果とな
っている。（図－4参照）
　石垣島では、津波被害の大きさ、

トン以上）は図－3のとおり、100ト
ン以下は多数あり個々では表示して
いない。
 

　石垣島を含め沖縄の津波被害に
遭った村々は、新たな村立てにあた
っては、教訓としてより標高の高い
場所に移動していったが、現代は便
利さを求め海岸線に近づいて来て
いるのが現状である。
　また港湾についていえば背後に
市街地が広がっているのが一般的
であり、津波に対する施設整備も重
要な問題であるが、施設整備での
対応には限界がある。
　今年２月にあった、チリ地震津波
の警報発令時に津波を観察しに海
岸へ行く人がいたとの報道があった
が、津波は人間の伝承スパンを遙
かに超えており、ソフト面の防災意
識の高揚が課題である。

また津波の塩害による永い飢饉か
ら、後生に伝えるため慰霊碑（写真
5）が建立されており、その碑文には、

「1771年４月24日午前８時頃大地震
があり、それが止むと石垣島の東方
に雷鳴のような音がとどろき、まも
なく外の瀬まで潮が干き、東北東南
海上に大津波が黒雲の陽にひるが
えり立ち、たちまち島々村々を襲っ
た。波は三度もくりかえした、津波
は石垣島の東岸と南岸で激甚をき
わめ全半潰あわせて十三村ほかに
黒島、新城二村が半潰し遭難死亡
者は9313人に達した。こうして群島
の政治、経済、文化の中心地、石
垣島は潰滅的打撃をうけ、加えてそ
の後の凶作飢饉、伝染病などによる
餓死者、病死者も続出して人口は
年々減少の一途をたどった」と被害
の甚大さが記されている。現在も、

「防災への教訓忘れない」として毎
年、津波が来襲した４月24日に慰霊
祭が行われ、防災意識の高揚が図
られている。図－ 4　石垣港背後の市街地浸水想定

写真 5　石垣市宮良　明和大津波慰霊碑

3. まとめ

特 集 沖縄県の津波痕跡等
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宮城県 土木部 港湾課　技術補佐
狩　野　　淳　一

Junichi KARINO

宮城県沖地震に備える
～津波対策～

　宮城県沿岸部では、これまでに
明治三陸津波、昭和三陸地震津波、
チリ地震津波など、津波による甚大
な被害を繰り返し受けてきました。
　今年3月にも南米チリ中部沿岸を
震源とする大地震による津波が日
本を襲い、幸いにも人的被害は無か
ったものの、養殖施設や海産物を中
心に甚大な被害が発生している。
　近い将来、発生が予想される宮
城県沖地震でも津波被害が想定さ
れていることから、これらの苦い体
験を繰り返さず、被害の軽減を図る
ことが防災上の課題となっている。
　本県では、津波対策としてハー
ド整備を行うとともに、ソフト対策
を行っており、今回これらの取組に
ついて簡単に紹介させていただくも
のである。

　宮城県は約830kmの海岸線を保
有している。そのうち津波対策等が
必要な海岸線の延長は約258km、
整備済み延長が160kmで整備率は
約62％となっており、早期整備に努
めているところである。
　現在は、仙台塩釜港（塩釜港区）
の港奥部で、海岸高潮整備工事を
進めている。

（１）津波防災教育
　津波防災教育に関する教材が不
足している現状から、学校における

津波防災教育の取り組みの普及・
促進を目的として津波防災教育用の
教材を県が作成し、県のＨＰで公表
している。また、この教材を使って、
小学校で出前講座を実施し、子供
たちが『災害時に、自ら考え、判断し、
自らの身を守ることができる』よう
防災教育に努めている。
　学習のポイントを１津波を「知
る」、２津波から「逃げる」、３津波
に「備える」とし、子供達に津波に対
して正しい知識を持ってもらえるよ
うわかりやすいものとしている。
◇防災教育に関するアドレスはこちら→
h t t p : / / w w w . p r e f . m i y a g i . j p /
ks-doboku/kikaku/tsunami_kyouiku/
tsunami_tebiki.htm

（２）４カ国語による避難誘導看
板の設置
　本県を代表する観光地日本三景
松島には年間６百万人以上の観光
客が訪れている。外国人のお客様も
多く、津波発生時に避難の誘導の困
難さも想定される。このため、日本
語のほか、英語、韓国語、中国語に
よる避難誘導看板を設置している。

特集2 チリ地震津波

1. はじめに 2. 津波対策（ハード整備）

景観に配慮した高潮護岸

3. 津波対策（ソフト対策）

４カ国語表記の避難誘導看板津波防災教育のテキスト

宮 城 県

仙台
仙台塩釜港

位置図
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３）避難率について

（３）反省点
　アンケートの結果が示すように、
津波に対して避難指示や勧告が適
切に行われても、多くの住民は自ら
の経験や判断に基づいて避難を行
っている。
　これまでも、津波に対する避難の
重要性を機会があるたびに周知して
きたところであるが、その啓蒙が不
十分であったと考えられる。
　今後も津波による被害の甚大さと
避難の重要性について理解が深ま
るよう努めていく必要がある。

　宮城県沖地震が今後20年以内に
90％以上の確率で起こると予想され
ている。震度６強の強い揺れと津波
の５ｍ以上の津波が発生し、甚大な
被害をもたらすことが想定されてい
る。
　県では、地震による津波被害など
を最小限とするよう今後も種々の施
策を進めていくこととしている。

な被害が発生している。
　・人的被害  なし
　・住家被害　床上浸水　５棟
　          　　  床下浸水　38棟
　・公共施設等被害　約43億円

（２）避難状況
　内閣府が行った緊急住民アンケ
ート調査結果によれば、回答者の大
半（98.4％）が大津波警報を見聞きし
ており、そのうちの多く（84.9％）が
避難指示または避難勧告をされてい
たにもかかわらず、４割弱（37.5％）
の住民しか避難しなかったという結
果が報告されている。
アンケート結果
・調査方法
　避難指示、避難勧告が発令され
た地域から電話帳より無作為に
5,000名を抽出、アンケート調査票を
郵送。
回収数2007票（回収率40％）
１）警報について

２）避難指示・避難勧告について

（３）土木部ＢＣＰの運用
　平成20年6月の「岩手・宮城内陸
地震」を契機に、大規模地震発生時
においても、必要な行政サービスを
維持しつつ、災害復旧に関する業務
を速やかに遂行するため、「宮城県土
木部業務継続計画」を策定した。
　計画の策定により、優先業務を明
確にし、災害への迅速な対応を可能
とするとともに、通行止めの情報等
の発表時刻をあらかじめ公表してお
くことで、復旧計画などを早期に立
案可能としている。
〈県民の皆様へのお約束〉

　宮城県土木部では、震度６弱
以上の地震が県内で発生したと
き、主に土木部で管理する以下
の項目について情報提供を開始
します。
道路：３時間以内に１次・２次
　　　緊急輸送道路の規制状況
　　　について
港湾：12時間以内に仙台塩釜港
　　　仙台港区の岸壁使用に
　　　ついて

◇ＢＣＰに関するアドレスはこちら
→http : //www.pre f .m iyag i . jp/
sabomizus i/bousa i/dobokubu-
bcp-h220601.htm　

（１）被害状況
　今年2月にチリ中部沿岸で発生し
た地震による津波で、本県には多大

4. チリ地震津波の反省

気仙沼魚市場付近の浸水状況

避難率（％）
無回答

37.5

26.3

31

5.1

避難した

避難の必要性は
認識していたが
避難はしなかった

避難しようとは
思わなかった

避難指示・避難勧告について（％）

無回答

避難勧告を
見聞きしたどちらかを

見聞きした

避難指示を
見聞きした

どちらも
見聞きしていない

わからない

5. おわりに

警報について（％）

無回答覚えていない

大津波警報を
見聞きした

大津波警報は
見聞きしな
かった

特 集 宮城県沖地震に備える
～津波対策～
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2）体制設置
　気象庁が大津波警報（岩手県）を
発表したことを受け、釜石港湾災害
対策支部を設置し非常体制を敷い
た。
　支部の設置場所については、事
務設置場所が津波浸水予測図の浸
水域に位置していることから、宿舎
を第二災害対策室とし、職員は宿舎

東北地方整備局 釜石港湾事務所 沿岸防災対策室　港湾保安調査官
川　井　　　茂

Shigeru KAWAI

チリ地震津波への対応と教訓

　今年2010年は、1960年に日本に
甚大な被害をもたらしたチリ地震津
波からちょうど50年目にあたること
から、釜石港湾事務所ではその節
目の年として、その教訓が活かされ
るよう、啓蒙活動について検討を行
っていた。
　平成22年2月27日15時34分、南米
チリ中部沿岸でマグニチュード8.6
の地震が発生し、それによる津波
が翌28日には日本沿岸に到達し、漁
業関係を中心に大きな被害をもたら
した。
　この津波に対する釜石港湾事務
所の対応を述べつつ、その中で得
られた今後への教訓をまとめてみる
ことにする。

1）事前対応
　地震の発生及び津波発生の恐れ
がある情報を受け、2月27日に事務
所幹部へ津波対応準備を指示した。
また、2月28日午前中には、事務所
管理の久慈港・釜石港防災カメラ、
久慈沖・宮古沖・釜石沖ＧＰＳ波
浪計の作動状態について異常が無
いことを確認した。

への参集とした。
　また、津波浸水予測が津波防波
堤や防潮堤の効果が無い場合も想
定して作られていることから、事務
所での対応は、必要な情報収集、
関係機関との情報連絡、中央へのカ
メラ映像配信の確保、避難が遅れ
た周辺住民の事務所屋上への避難
対応等のため、所長以下最低必要

特集2 チリ地震津波

1. はじめに

2. 釜石港湾事務所におけ
　 るチリ地震津波対応

写真 2　宮古港内に発生した渦

写真 1　大船渡湾口防波堤と避難漁船
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が必要と思われる。

２）関係機関の連携した対応と情
　　報共有
　岩手県では今回のチリ地震津波
への対応について、各所での津波
対応に係る課題について協議し今
後の対応に活かすべく、各振興局
毎に市町村、警察、消防、国などを
集め「大津波対策検討会」を開催し
ている。
　岩手県の発表によれば、今回の
津波において避難所へ避難した住
民は、沿岸12市町村で避難指示発
令人数の9.5％となっている。その
後市町村が独自に行ったアンケート
調査においては、避難指示対象者
で外出を含めた避難行動を取った
者は約45％という結果もあり、避難
所以外に避難した方も多くいると思
われるが、まだまだ低いものであり、
会議でも継続した啓蒙活動の必要
が意見として出されていた。
　また、チリ地震津波での課題に道

１）作業船団の避難
　今回の津波は遠地地震による津
波であったことから、予測された津
波に対して、対応策を検討したり、
実際に港外へ避難する時間的余裕
があった。
　しかし、岩手県沿岸で懸念されて
いる、三陸宮城沖地震のような近地
地震による津波の場合、対応策を検
討している時間的余裕はない。
　また、作業船が稼働中であるか、
係船中であるか、稼働中であっても
作業状態や作業位置によっても対
応策は異なってくる。
　やはり、こうした状況を　想定し
て事前に検討しておくことが必要で
ある。
　また実際に近地津波の場合は、
港外への避難が可能となる条件は
限られることから、港内へ係留対応
した船舶に対して、関係機関が連携
し漂流被害も含めた対応策の検討

人員であたった。
　体制は翌日津波警報解除後に所
管各港湾・海岸施設を点検し、自治
体でも港湾・海岸施設の被災情報
がないことを確認して解除した。

3）作業船の避難
　当所配置港湾業務艇は港外へ避
難を行った。また工事用作業船につ
いては避難状況の確認を行い沖へ
の避難を確認した。

4）津波情報
　事務所災害対策室では大型モニ
ターにて、防災カメラ映像とＧＰＳ
波浪計観測状況の監視を行った。
　ＧＰＳ波浪計の観測状況について
は、市へ派遣した連絡員を通じ、市
の防災部署へ情報提供を行った。
　また、岩手県沖設置のＧＰＳ波浪
計においても初めて津波の観測に成
功した。

5）連絡担当者への派遣
　沿岸の市との情報連絡のため、事
務所及び出張所所在地周辺の久慈
市、釜石市、大船渡市に事務所独
自の連絡員を派遣した。連絡員から
の情報により、市の対策の状況や住
民の状況について情報を収集するこ
とが出来た。また事務所から提供し
たＧＰＳ波浪計の観測状況について
は、防災無線やメールなどにより住
民への情報提供に活用されていた。

3. チリ地震津波対応から
　 の課題

図１　GPS 波浪計観測値

図 2　岩手県南部（釜石）沖ＧＰＳ波浪計観測グラフ
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特 集 チリ地震津波への対応と教訓

う中で、通行止め時の迂回路や駐
車場、Ｕターン場所を考慮した通行
止めの方法について検討を行って
いる。
　津波対応には、こうした様々な情
報を共有した上で、各機関の連携し
た対応が必要であることをあらため
て感じるものである。

　今回のチリ地震津波の教訓とし
て、関係機関の情報共有を図りつつ、
引き続き連携のための検討を続ける

路の通行止めがあった。大津波警
報の発令により、浸水区域の道路を
通行止めとしたが、警報が長時間に
渡ったことや、道路上で行き場を失
う車が多数出るなどまったく想定外
の事態が発生し、国や警察、県・
市町村などそれぞれが、車両・ド
ライバーや同乗者への対応、通行
止め解除のタイミングについて苦慮
している状況となったものである。
会議の場ではそれぞれの部署から
課題・改善点を出し合いそれを共
有しつつ、会議後は県、市、警察、
消防と合同で訓練や道路点検を行

ことが大切であり、啓蒙活動も継続
し住民の意識向上を図っていく必要
があると言える。
　釜石港湾事務所でも今回の教訓
を活かし、引き続き啓蒙活動を取り
組むほか、作業船避難の課題では
関係機関の意見交換会の開催など
を検討しているが、今後様々な課題
で連携をとった対応を進めていく所
存である。

図 3　住民の避難状況

4. 今後に向けて

写真 4　浸水したと思われる宮古港高浜埠頭

写真 3　沖合へ避難する作業船

写真 5　津波啓蒙横断幕（釜石港湾事務所庁舎）
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図 1　チリ津波のシミュレーションによる津波高
の分布（藤間，20101））

チリ地震津波現地調査

　2010年2月27日午前3時34分（現地
夏時間）に、モーメントマグニチュ
ードMw8.8の地震が発生した。そ
れにともなって、チリ国の沿岸部は
もちろんのこと、日本を含む太平洋
の島々に津波が来襲した。
　図1aには、今回の地震で生じた
チリ津波のシミュレーションによる
津波高の分布を示す（藤間、20101））。

エネルギーの向きは日本のほうに向
かう向きが卓越していることがわか
る。なお、図1bには、1960年に生じ
たMw9.5のチリ地震時の津波高の分
布を示す。50年前のほうが全体的な
エネルギーは大きいものの、今回の
地震津波と同じ方向に向いており、
もしも、将来チリで同様な地震が生
じれば、また日本に津波が来襲する
可能性が大きいと考えられる。

　3月末から5月までに、日本から調
査団が5つ派遣され、そのうちに著
者が参加した2つの調査の津波高の
結果を図2に示す。これをみるとわ
かるように、浸水高（陸地における
平均海水面からの津波の高さ）で最

大10m程度、遡上高（崖などに遡上
した高さ）で最大30m弱程度あるこ
とがわかる。浸水深（地盤からの津
波の高さ）でも4mを超えるところも
あった。 

2.1　浸水深4.0mを超えた地域
での被害
　Dichato（図2参照）は、浸水深が
最大で4mを超えた場所である。家
屋は、1階部分は煉瓦造りで2階部分
は木造になっているものが多く、海
岸線から離れたところでは2階部分
のみが破壊されたり、流されたりし
ており（写真1）、浸水を受けた範囲
全体では、ほとんどの家屋が使用不
能になっていた（写真2）。図3は、
海岸線からの水平距離と津波高さ
の関係を示すものである。内陸
600m以上津波が浸入しているのが

特集2 チリ地震津波

1. 地震と津波の概要

（独）港湾空港技術研究所　アジア・太平洋沿岸防災研究センター　主任研究官
有　川　　太　郎

Taro ARIKAWA

2. チリにおける被害の概要

a）  2010 年のチリ地震

b） 1960 年のチリ地震

図 2　現地調査による津波高さ

最高水位分布（チリ津波［2010］）

最高水位分布（チリ津波［1960］）
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わかる。津波は波の長さが非常に長
いため、内陸の奥深くまで被害を生
じさせる。津波の恐ろしさは、その
高さだけでなく、長さにもあるとい
うことがわかる。

2.2　漂流物による被害
　Dichatoの 南 側 に 位 置 す る
Talcauanoでは、津波の浸水高は
3m程度であったものの、漂流物が
多数流れ、陸上部の被害を大きくし

たと考えられる。その様子を見るに
近代的な港湾の典型的な被害形態
であると思われる（巻頭写真1、2）。
日本においても港湾や海岸線付近で
は多数のコンテナ、車両、船舶など
がある。コンテナなど硬いものでは、
衝突速度によっては質量の数十倍
近い衝突力が生じる可能性があるこ
とがわかっており（有川ら、2007）、
どのように対策を施すかは重要な課
題であることがわかる。

2.3　避難に関して
　沿岸部においては、揺れを感じた
後、すぐに高台に避難した人が非常
に多かったようである。また、本土
においては1波目が小さく、数時間
後に最大波が来襲した場所が多か
ったが、言い伝えなどにより津波は
数波来襲するという知識があったた
め、高台に長い間避難した。その結
果多数の人命が救われた。津波の
知識の大切さがよくわかる。
　 地 震 時 の 様 子 を 知 る た め
Talcauanoで住民にインタビューし
た。まず、地震を感じてすぐに家か
ら外に出たところ、地割れして怖か
ったようだ。また、高台に避難後、
第１波目が押し寄せてきたが、この
津波の高さは腰の位置程度で、たい
して大きくなかったようである。そ
の第１波目が戻ったあと、警報の解
除がなされたが、集まっていた住民
たちは、津波は数回来襲するから戻
らないほうが良いということを伝達
しあい、ずっと高台に避難し数時間
後に来襲した大きな津波から逃れる
ことになった。
　一方で、震源から数100km離れた
ロビンソンクルーソー島では、地震
の揺れをほとんど感じず、さらに本
土よりの警報が遅れ、その上、来襲

特 集 チリ地震津波現地調査

写真 1　津波により破壊された家屋の例（Dichato，2010 年 4 月 1 日撮影）

写真 2　津波により壊滅的な被害を受けた Dichato（2010 年 4 月 1 日撮影）

図 3　海岸線からの距離と津波高の関係（Dichato）

海岸線からの距離（m）

津波高（m）
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2.4　地震との複合災害
　写真3は、Dichatoにおける護岸
前面の洗掘・破壊状況である。写
真4は、Dichatoよりも300km程度南
側に位置するPuerto Saavedraにお
ける護岸の破壊状況であり、地震に
よって、地盤が地割れし、護岸の前
面部が押し出されているようになっ
ている。P. Saavedraでの津波高は、
1.3mと小さかったため、津波の影響
はほとんど受けていないと思われる
ため、地震の地割れによって護岸が
被害を受けたと考えられる。そのよ
うに考えると、Dichatoにおいては、
地震によって地割れしたところに、
巨大な津波が作用し、引き波時に前

時刻が早朝の4時20分頃であったこ
ともあり、ほんの少しの差が生死を
分けた（巻頭図1）。
　朝が早くほとんどの人が寝ていた
が、トイレなどで偶然目が覚めた人
がいて、その何名かの人達が海の
異変に気づき、周りの住民に避難を
呼びかけた。間に合った人の中には、
ほんの数十メートル後ろに津波が迫
るという状況の人もいた。第１波の
来襲から最大波の来襲までは10分
前後と短かったが、すぐ近くに山が
あったため、多くの人が逃げること
ができた。素早く適切な場所に避難
することが大事である。

面部が洗掘し、地割れしたところが
前面に倒壊した可能性が高い。
　日本は、護岸や防波堤によって沿
岸部は守られており、地震によって
破壊された場合には、より大きな被
害が生じることは自明である。早急
に対応しなければならない。

　現地調査をもとに、2010年2月27
日に生じたチリ地震津波の被害状
況をまとめた。近代的な都市部での
災害事例として、漂流物対策・避
難啓蒙・地震との複合災害など日本
にとって学ぶべきところが多く、こ
れを教訓として防災対策への対応
を急がなければならない。
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写真 4　地震により前傾した護岸（P. Saavedra，2010 年 4 月 27 日撮影）

3.  まとめ

特 集 チリ地震津波現地調査

写真 3　津波により倒壊した海岸護岸（Dichato，2010 年 4 月 1 日撮影）

地震による地割れ
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年復旧どちらでも工事費の
1.93%と計算方法が変更された
ので、要綱の工事諸費の計算
方法を修正します。
　また、工事諸費の計算法が
今後変更された場合、通達改
正の事務手続きを簡易にする
ため局長通達である要綱から
海岸・防災課長通達である要綱
取扱いの第2の2項へ記載箇所
を変更しました。

　3）文章表現の修正（全般）
　改正前の要綱は、平成11年
11月（省庁再編前）に改正され
たものであり、要綱に記載さ
れている役職名が運輸省時代
の役職名であるため、以下の
とおり国土交通省の役職名に
修正しました。
（修正前）　　　（修正後）

　運輸大臣　→　国土交通大臣
港湾建設局長　→　地方整備局長

（2）｢要綱取扱い｣
　1）費目の変更（要綱取扱い第3の1）

　平成21年度より直轄事業の
費目名及び費目内容の改正に
伴い、直轄港湾等災害復旧事
業においても以下のとおり費目
名及び費目内容の一部につい
て修正を行いました。
（修正前）　　　（修正後）
測量試験費　→　測量設計費
　　　　　　→　事業車両費
　　　　　　　　（新規追加）

直轄港湾等災害復旧事業取扱要綱の改正について

　平成21年7月15日付け国港海第96
号をもって、「直轄港湾等災害復旧事
業取扱要綱」（以下「要綱」という。）を
改正する局長通達が出されました。
　また、この通達を受けて、「直轄港
湾等災害復旧事業取扱要綱の取扱
い」（以下「要綱取扱い」という。）が海
岸・防災課長から通知されています。
　以下、これらの内容について記述
します。

1. 改正の経緯等

　複数の都道府県に被害が及ぶよう
な大規模災害発生時に緊急物資の
中継拠点や広域支援部隊のベース
キャンプとして機能する基幹的広域
防災拠点の整備が行われています。
　東京湾臨海部では、有明の丘地
区において公園事業等、川崎港東
扇島地区において港湾整備事業等
により基幹的広域防災拠点が整備さ
れました。また、大阪湾臨海部では、
堺泉北港堺2区において港湾整備事
業等により基幹的広域防災拠点を整
備しているところです。
　港湾整備事業等により整備され
た基幹的広域防災拠点にある施設
の内、非常災害発生時に国土交通
大臣が期間を定めて一時的に管理
を行う港湾施設を「港湾広域防災施
設」としています。具体的には国が
整備した緑地及びこれと一体となっ
て広域的な災害応急対策に使用さ
れる岸壁等の国有港湾施設を対象
としています。
　公共土木施設災害復旧事業費国

庫負担法（以下「負担法」という。）施
行令には、港湾広域防災施設の中
で重要な施設である港湾緑地が含
まれていなかったことから川崎港東
扇島地区基幹的広域防災拠点の供
用にあわせ、平成20年6月に港湾広
域防災施設を災害復旧事業の対象
として追加するとともに、要綱及び
要綱取扱いの改正を行いました。
　また、工事諸費の計算方法、役
職名、費目名などの平成21年度以前
に変更されている項目も併せて改正
を行いました。

2. 改正の内容
（1）「要綱」
　1）対象施設の追加（要綱第2条第1項）

　港湾広域防災施設を追加し
ました。
港湾広域防災施設については、	
平成20年6月に負担法施行令の	
災害復旧事業の対象となる公
共土木施設に追加されたこと
から、直轄港湾等災害復旧事
業の対象施設を定めた要綱第2
条第1項に追加しました。

　2）工事諸費の額（要綱第5条第2項）
　工事諸費は、直轄等港湾災
害復旧事業を実施する上で必
要となる工事の雑費、旅費、
超過勤務手当などの経費です。
　工事諸費の計算方法は、平
成17年災までは2ヶ年復旧の場
合工事費の6.74%、単年復旧の
場合工事費の2.13%でしたが、
平成18年災より単年復旧、2ヶ

国土交通省港湾局海岸・防災課災害対策室

特　別　寄　稿
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3. 要綱の改正全文等
　（1）要綱改正全文
　（2）要綱改正新旧表（抜粋版）
　（3）要綱取扱い改正全文
　（4）要綱取扱い改正新旧表（抜粋版）
　

　直轄港湾等災害復旧事業に
港湾広域防災施設が追加され
たことから、港湾広域防災施
設が被災した場合に、緊急復
旧を行えるようにするため緊急
復旧事業の範囲を定めた要綱
取扱い第4の1に追加しました。

　2）工事諸費の額（要綱取扱い第3の2）
　要綱第5条第2項の記載の工
事諸費を修正したものを記載
しました。

　3）緊急復旧事業へ港湾広域防災施設を追加
　　　（要綱取扱い第四の1（6））

直轄港湾等災害復旧事業取扱要綱について

（趣旨）
第１条　港湾法（昭和25年法律第
218号）、海岸法（昭和31年法律第
101号）等の規定に基づき国土交通
大臣が施行する災害復旧事業の
取扱いについては、公共土木施設
災害復旧事業費国庫負担法（昭和
26年法律第97号）その他法令に特
別の定めのあるもののほか、この
要綱の定めるところによる。

（直轄港湾等災害復旧事業の範囲）
第２条　国土交通大臣が施行する
港湾等災害復旧事業は、次の各
号に掲げる施設について行うもの
とする。
　一	　港湾施設
　重要港湾若しくは避難港（北海
道及び沖縄県にあっては地方港湾
を含む。）における港湾法第２条第
５項に定める水域施設、外郭施設
､係留施設、臨港交通施設若しく
は廃棄物埋立護岸であって、次の
イ若しくはロに該当するもの又は
港湾法第55条の３の２の第１項に
定める港湾広域防災施設
イ　国が整備し管理している施設
であって港湾管理者に管理を委

平成11年11月1日　港海第826号
　　　　　　　　　　　最終改正:平成21年7月15日　国港海第96号

港湾局長から
各地方整備局長、北海道開発局長、沖縄総合事務局長　宛

託する以前のもの
ロ	港湾管理者が管理している施
設であって次の一に該当するもの
（1）重要港湾が国際海上輸送網
又は国内海上輸送網の拠点と
して機能するために必要な水
域施設、外郭施設、係留施設
又は臨港交通施設

（2）重要港湾が前記（1）の機能を
発揮するために必要な廃棄物
埋立護岸のうち大規模なもの

（3）避難港における水域施設又
は外郭施設のうち大規模なもの

（4）前記（1）から（3）に掲げるもの
の他高度の技術を必要とする
ものその他港湾管理者が自ら
復旧することが困難であるもの

　二　開発保全航路
　港湾法第２条第８項に定める開
発保全航路
　三　海岸又は海岸保全施設
　国土を保全するために防護する
ことを必要とする海岸又はこれに
設置する堤防、護岸、突堤その他
海岸を防護するための施設であっ
てイ又はロに該当するもの。
イ　国が海岸保全施設を整備す
るために公示した区域において

管理しているもの
ロ　海岸管理者が管理している施
設であって、国土保全上特に重
要な施設で、次の一に該当する
もの
（1）当該施設の災害復旧工事の
規模が著しく大であるもの

（2）当該施設の災害復旧工事が
高度の技術を必要とするもの

（3）当該施設の災害復旧工事が
高度の機械力の使用を必要と
するもの

（4）当該施設の災害復旧工事が
都道府県の区域の境界に係る
もの

　四　その他の施設
　国が前三号に掲げる施設を整
備するため付随して建設し管理し
ている施設

（災害報告）
第３条　地方整備局長（北海道開発
局長及び沖縄総合事務局長を含
む。以下同じ。）は、前条に掲げる
施設に災害が生じたときは、港湾
名（航路名又は海岸名）、施設名、
数量、被害額及び被害の状況等
を電話その他の方法により速やか
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第10条　地方整備局長は、人命、
財産、交通、港湾活動等に重大な
影響を及ぼし、又は及ぼすおそれ
があるため緊急に施行する必要が
あると認められる直轄港湾等災害
復旧事業については、国土交通大
臣の承認を受けて、事業費の決定
前にこれを施行することができる。
２　前項の承認を受けようとする場
合は、次の各号に掲げる事項を記
載した図書を添付して行うものと
する。ただし、当該図書を作成す
る余裕がない場合には、電話その
他適当と認められる方法によって
申請するものとし、その後速やか
に当該図書を提出するものとす
る。
一　災害発生の状況
二　緊急復旧工事を必要とする理由
三　緊急復旧工事の計画の概要
及び事業に必要な費用の額
四　その他必要な事項

（事務の整理）
第11条　地方整備局長は、必要な
帳簿その他の書類を災害発生年
災別及び工事箇所別に整理しなけ
ればならない。

（その他）
第12条　直轄港湾等災害復旧事業
の取扱いは、本要綱によるほか、
港湾局長の定めるところによるも
のとする。

　附　則
１　この要綱は、平成21年７月15日
から適用する。

より事業費を決定したときは、地
方整備局長に通知するものとする。

（事業の施行）
第７条	 	国土交通大臣は、毎年度の
事業計画により、地方整備局長に
その施行を命令するものとする。
２　地方整備局長は、事業計画の
変更を必要とするときは、予め国
土交通大臣に申請し、承認を得る
ものとする。

（合併施行及び事業の廃止）
第８条	 	地方整備局長は、直轄港湾
等災害復旧事業を当該施設に関す
る一般改修事業と併せて施行する
必要があるときは、次に掲げる図
書を添付して申請し、国土交通大
臣の承認を得なければならない。
一　合併施行理由書
二　全体計画書（別記様式五）
三　年度別実施計画書（別記様式六）
四　災害復旧変更工事設計書（別
記様式七）

２　地方整備局長は、既に決定され
た災害復旧事業を廃止しようとす
るときは予め直轄港湾等災害復旧
事業廃止申請書（別記様式八）によ
り国土交通大臣に申請し、承認を
得なければならない。

（工事の施行中又は着手前の災害に
係る事業の取扱い）
第９条　事業費が決定された直轄
港湾等災害復旧事業に係る施設
について、当該災害復旧事業の施
工中又は着手前において更に災害
が生じた場合における第４条第１
項の災害調書の提出は、同条第２
項によるほか、直轄港湾等再度災
害復旧事業調書（別記様式九）を添
付して行うものとする。

（緊急復旧事業の取扱い）

に国土交通大臣に報告しなければ
ならない。
２　地方整備局長は、前項の報告
をなしたときは速やかに直轄港湾
等災害報告書（別記様式一）を国土
交通大臣に提出しなければならな
い。また、前条第１号ロに該当す
る施設に係る災害について、当該
施設等の管理者との間で直轄施行
とすることについて調整が調った
場合も同様とする。

（災害調書の提出）
第４条　地方整備局長は、直轄災
害の発生後原則として30日以内に
直轄港湾等災害調書を国土交通大
臣に提出しなければならない。
２　前項の直轄港湾等災害調書は、
直轄港湾等災害総括調書（別記様
式二）、直轄港湾等災害内訳調書
（別記様式三）及び直轄港湾等災
害復旧工事設計書（別記様式四）と
し、次に掲げる図書を添付するも
のとする。
　一　位置図
　二　平面図
　三　断面図
　四　異常天然現象に係る資料
　五　被害状況の写真
　六　その他必要と認められるもの
　

（事業費の精算）
第５条　直轄港湾等災害復旧事業
の設計単価及び歩掛は、原則とし
てそれぞれ直轄港湾工事の設計
単価及び歩掛と同一とする。
２　工事諸費については、別に定める。

（事業費の決定及び通知）
第６条	 	国土交通大臣は第四条の規
定により提出された直轄港湾等災
害調書と現地調査の結果に基づき
事業費を決定する。
２　国土交通大臣は前項の規定に

特　別　寄　稿
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「直轄港湾等災害復旧事業取扱要綱について」新旧対照表

（趣旨）
第1条　港湾法（昭和25年法律第218号）、海岸法（昭和31年法律第101）等

の規定に基づき国土交通大臣が施行する災害復旧事業の取扱いに
ついては、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法
律第97号）その他法令に特別の定めのあるもののほか、この要綱
の定めるところによる。

（直轄港湾等災害復旧事業の範囲）
第2条　国土交通大臣が施行する港湾等災害復旧事業は、次の各号に掲げる

施設について行うものとする。
一　港湾施設

重要港湾若しくは避難港（北海道及び沖縄県にあっては地方港
湾を含む。）における港湾法第2条第5項に定める水域施設、外郭
施設､係留施設、臨港交通施設若しくは廃棄物埋立護岸であって、
次のイ若しくはロに該当するもの又は港湾法第55条の3の2の第
1項に定める港湾広域防災施設

イ　国が整備し管理している施設であって港湾管理者に管理を委託す
る以前のもの

ロ　港湾管理者が管理している施設であって次の一に該当するもの
（1） 重要港湾が国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点として機能

するために必要な水域施設、外郭施設、係留施設又は臨港交通
施設

（2） 重要港湾が前記（1）の機能を発揮するために必要な廃棄物埋立護
岸のうち大規模なもの

（3） 避難港における水域施設又は外郭施設のうち大規模なもの
（4） 前記（1）から（3）に掲げるものの他高度の技術を必要とするものその

他港湾管理者が自ら復旧することが困難なもの
二〜四　[略]

（災害報告）
第3条　地方整備局長（北海道開発局長及び沖縄総合事務局長を含む。以下

同じ。）は、前条に掲げる施設に災害が生じたときは、港湾名（航
路名又は海岸名）、施設名、数量、被害額及び被害の状況等を電
話その他の方法により速やかに国土交通大臣に報告しなければな
らない。

2　　　地方整備局長は、前項の報告をなしたときは速やかに直轄港湾等災
害報告書（別記様式一）を国土交通大臣に提出しなければならな
い。また、前条第1号ロに該当する施設に係る災害について、当
該施設等の管理者との間で直轄施行とすることについて調整が
調った場合も同様とする。

（災害調書の提出）
第4条　地方整備局長は、直轄災害の発生後原則として30日以内に直轄港

湾等災害調書を国土交通大臣に提出しなければならない。
2　　　[略]
　

（事業費の精算）
第5条　直轄港湾等災害復旧事業の設計単価及び歩掛は、原則としてそれぞれ直轄

港湾工事の設計単価及び歩掛と同一とする。
2　　　工事諸費については、別に定める。

（趣旨）
第1条　港湾法（昭和25年法律第218号）、海岸法（昭和31年法律第101）等

の規定に基づき運輸大臣が施行する災害復旧事業の取扱いについ
ては、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第
97号）その他法令に特別の定めのあるもののほか、この要綱の定
めるところによる。

（直轄港湾等災害復旧事業の範囲）
第2条　運輸大臣が施行する港湾等災害復旧事業は、次の各号に掲げる施設

について行うものとする。
一　港湾施設

重要港湾又は避難港（北海道及び沖縄県にあっては地方港湾を
含む。）における港湾法第2条第5項に定める水域施設、外郭施設､
係留施設、臨港交通施設又は廃棄物埋立護岸であって、次のイ又
はロに該当するもの。

イ　国が整備し管理している施設であって港湾管理者に管理を委託す
る以前のもの

ロ　港湾管理者が管理している施設であって次の一に該当するもの
（1） 重要港湾が国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点として機能

するために必要な水域施設、外郭施設、係留施設又は臨港交通施
設

（2） 重要港湾が前記（1）の機能を発揮するために必要な廃棄物埋立護岸
のうち大規模なもの

（3） 避難港における水域施設又は外郭施設のうち大規模なもの
（4） 前記（1）から（3）に掲げるものの他高度の技術を必要とするものその他

港湾管理者が自ら復旧することが困難なもの
二〜四　[略]

（災害報告）
第3条　港湾建設局長（北海道開発局長及び沖縄総合事務局長を含む。以下

同じ。）は、前条に掲げる施設に災害が生じたときは、港湾名（航
路名又は海岸名）、施設名、数量、被害額及び被害の状況等を電
話その他の方法により速やかに運輸大臣に報告しなければならな
い。

2　　　港湾建設局長は、前項の報告をなしたときは速やかに直轄港湾等災
害報告書（別記様式一）を運輸大臣に提出しなければならない。ま
た、前条第1号ロに該当する施設に係る災害について、当該施設
等の管理者との間で直轄施行とすることについて調整が整った場
合も同様とする。

（災害調書の提出）
第4条　港湾建設局長は、直轄災害の発生後原則として三十日以内に直轄港

湾等災害調書を運輸大臣に提出しなければならない。
2　　　[略]
　

（事業費の精算）
第5条　直轄港湾等災害復旧事業の設計単価及び歩掛は、原則としてそれぞれ直轄

港湾工事の設計単価及び歩掛と同一とする。
2　　　工事諸費の額は、災害復旧工事費に次の割合を乗じて得た額以内の

額とする。
一　工事が2 ヵ年にわたる場合

100分の6.74。但し初年度にあっては100分の2.13、第2年度に
あっては全体工事諸費の額から初年度分工事諸費を差し引いて得
た額

二　工事が単年度施行の場合
100分の2.13。
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改　　　正　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現　　　行

（事業費の決定及び通知）
第6条　国土交通大臣は第四条の規定により提出された直轄港湾等災害調書

と現地調査の結果に基づき事業費を決定する。
2　　　国土交通大臣は前項の規定により事業費を決定したときは、地方整

備局長に通知するものとする。

（事業の施行）
第7条　国土交通大臣は、毎年度の事業計画により、地方整備局長にその施

行を命令するものとする。
2　　　地方整備局長は、事業計画の変更を必要とするときは、予め国土交

通大臣に申請し、承認を得るものとする。

（合併施行及び事業の廃止）
第8条  地方整備局長は、直轄港湾等災害復旧事業を当該施設に関する一般

改修事業と併せて施行する必要があるときは、次に掲げる図書を
添付して申請し、国土交通大臣の承認を得なければならない。

一〜四　[略]
2　　　地方整備局長は、既に決定された災害復旧事業を廃止しようとする

ときは予め直轄港湾等災害復旧事業廃止申請書（別記様式八）によ
り国土交通大臣に申請し、承認を得なければならない。

（工事の施行中又は着手前の災害に係る事業の取扱い）
第9条　[略]

（緊急復旧事業の取扱い）
第10条　地方整備局長は、人命、財産、交通、港湾活動等に重大な影響を

及ぼし、又は及ぼすおそれがあるため緊急に施行する必要がある
と認められる直轄港湾等災害復旧事業については、国土交通大臣
の承認を受けて、事業費の決定前にこれを施行することができる。

2　[略]

（事務の整理）
第11条　地方整備局長は、必要な帳簿その他の書類を災害発生年災別及び

工事箇所別に整理しなければならない。

（その他）
第12条　直轄港湾等災害復旧事業の取扱いは、本要綱によるほか、港湾局

長の定めるところによるものとする。

　　　　附　則
1　　　この要綱は、平成21年7月15日から適用する。

（事業費の決定及び通知）
第6条　運輸大臣は第4条の規定により提出された直轄港湾等災害調書と

現地調査の結果に基づき事業費を決定する。
2　　　運輸大臣は前項の規定により事業費を決定したときは、港湾建設局

長に通知するものとする。

（事業の施行）
第7条　運輸大臣は、毎年度の事業計画により、港湾建設局長にその施行を

命令するものとする。
2　　　港湾建設局長は、事業計画の変更を必要とするときは、予め運輸大

臣に申請し、承認を得るものとする。

（合併施行及び事業の廃止）
第8条　港湾建設局長は、直轄災害復旧事業を当該施設に関する一般改修事

業と併せて施行する必要があるときは、次に掲げる図書を添付し
て申請し、運輸大臣の承認を得なければならない。

一〜四　[略]
2　　　港湾建設局長は、既に決定された災害復旧事業を廃止しようとする

ときは予め直轄港湾等災害復旧事業廃止申請書（別添様式八）によ
り運輸大臣に申請し、承認を得なければならない

（工事の施行中又は着手前の災害に係る事業の取扱い）
第9条　[略]

（緊急復旧事業の取扱い）
第10条　港湾建設局長は、人命、財産、交通、港湾活動等に重大な影響を

及ぼし、又は及ぼすおそれがあるため緊急に施行する必要がある
と認められる直轄港湾等災害復旧事業については、運輸大臣の承
認を受けて、事業費の決定前にこれを施行することができる。

2　[略]

（事務の整理）
第11条　港湾建設局長は、必要な帳簿その他の書類を災害発生年災別及び

工事箇所別に整理しなければならない。

（その他）
第12条　直轄港湾災害復旧事業の取扱いは、本要綱によるほか、港湾局長

の定めるところによるものとする。

　

「直轄港湾等災害復旧事業取扱要綱」の取扱いについて
平成11年11月１日　港海第826号の2

最終改正：平成21年７月15日　国港海第96号

港湾局　海岸・防災課長から
各地方整備局港湾空港部長、北海道開発局港湾建設課長、

沖縄総合事務局開発建設部長　　宛

第一　直轄港湾等災害復旧事業の
範囲（要綱第２条関係）
１　要綱第２条第１号のロの（１）に
規定する施設は、次に掲げるもの
とする。
（1）次に掲げる水域施設

イ　水域及び配置からみて当該
港湾において主要と認められ
る航路
ロ　イの航路とハの泊地とを接
続するための航路
ハ　（３）の係留施設の機能を確

保するための泊地
（2）次に掲げる外郭施設
イ　補助的防波堤以外の防波堤
であって（1）又は（3）の施設を
防護するもの
ロ　（3）の係留施設の機能を確
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めに、緊急に施行しなければな
らない仮航路掘削又はしゅんせ
つ工事

（4）当該被災した係留施設が唯一
の施設であって、これを緊急に
復旧しなければ民生安定上及び
産業活動上重大な支障を及ぼす
場合において、緊急に施行しな
ければならない仮荷役施設工事

（5）	臨港交通施設が被災して、車
等の交通に著しく支障を及ぼ
し、これらの復旧に長期間を要
し、かつ、適正な迂回路等がな
いため民生安定上及び産業活動
上重大な支障を及ぼす場合にお
いて、緊急に施行しなければな
らない仮道工事

（6）	港湾法第55条の３の２に規定
する港湾広域防災区域内におけ
る港湾施設であって、広域災害
応急対策を実施するために緊急
に施行しなければならない施設
の仮復旧工事

2　緊急復旧事業の決定
　　緊急復旧事業は、現地調査を
行う余裕がないため、その処理を
机上で実施し、仮決定に基づき行
うものである。よって、仮決定後
に現地調査を実施し、あらためて
災害復旧事業としての妥当性を検
討し、正式に決定する。
３　緊急復旧事業の工法
（1）緊急復旧の工法は、できる限
り本復旧工事の一部として利用
できる工法により実施すること
が望ましいが、被災状況に応じ、
短期日で機能を発揮できる工法
とすることもできる。

（2）また、本復旧工法で実施する
ことが得策であり、しかも工期
的にも可能な場合は、本復旧と
することもできる。

４　緊急復旧事業の申請の様式
　　緊急復旧事業の申請に添付す

（2）用地費及補償費	 	工事実施に
関わる用地費、無体財産権購入
費、補償金、補償工事費の積上
げ額

（3）船舶及機械器具費	 	工事、測
量設計に関わる船舶機械器具
費、運搬費の積上げ額

（4）営繕費	 	工事実施に関わる営
繕費、工事費負担金の積上げ額

（5）宿舎費	 	工事関係職員等の宿
舎費、工事費負担金の積上げ額

（6）事業車両費	 	 	車両の購入費、
補修費、自動車交換差金等の積
上げ額

２　「直轄港湾等災害復旧事業取扱
要綱」の工事諸費の額は、災害復
旧工事費に100分の1.93を乗じて
得た額以内の額とする。

第四　緊急復旧事業について（要綱
第10条関係）
	　要綱第10条に定める緊急復旧事
業の扱いは、次のとおりとする。
　１　緊急復旧事業の範囲
（1）港湾施設又は海岸が被災して、
通常の状態における海水又は流
水が浸入し、当該被災施設、当
該被災施設に隣接する一連の施
設又は当該被災箇所の背後地に
甚大な被害を与えているため、
又はそのおそれが大きいため緊
急に施行しなければならない仮
締切工事

（2）港湾施設又は海岸が被災して、
次期波浪等により、当該被災施
設、当該被災施設に隣接する一
連の施設又は当該被災箇所の背
後地に甚大な被害を与えている
ため、又はそのおそれが大きい
ため、緊急に施行しなければな
らない欠壊防止工事

（3）泊地又は航路が埋そくして船
舶の出入が不能となった場合、
船舶が出入できるようにするた

保するための護岸
（3）次に掲げる係留施設
イ　外国貿易船（外国貿易のた
め本邦と外国との間を往来す
る船舶をいう。）を係留するた
めの係留施設であって水深
一二メートル以上のもの
ロ　内国貿易船（内国貿易のた
め本邦内の各地間を往来する
船舶をいう。）であってコンテ
ナ船、自動車航送船又はロー
ルオン・ロールオフ船であるも
のを係留するための係留施設

（4）（3）の係留施設の機能を確保す
るための臨港交通施設のうち主
要なもの

２　要綱第２条第１号のロの（2）に
規定する大規模なものは、埋立処
分の用に供される場所の埋立容量
が1,500万立法メートル以上の廃
棄物埋立護岸とする。
３　要綱第２条第１号のロの（3）に
規定する大規模なものは、面積
258ヘクタール以上の泊地及び当
該泊地を防護する防波堤とする。

第二　国庫負担率について（要綱第
２条関係）
　　要綱第２条第４号に定めるその
他施設に係る負担率は、開発保全
航路に係る施設を除き、公共土木
施設災害復旧事業費国庫負担法
第５条の規定を準用する。

第三　事業費の積算について（要綱
第５条関係）
１　工事設計書に計上する工事費
の各項目のうち、次の各号に掲げ
る費目の額は、それぞれ当該各号
の定めにより得た額とする。
（1）測量設計費　工事実施に関わ
る測量、試験、観測、設計、点検、
調査を請負に付する経費又は委
託する経費の積上げ額
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特　別　寄　稿

改　　　正　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現　　　行

第一〜二　［略］　

第三　事業費の積算について（要綱第5条関係）
1　工事設計書に計上する工事費の各項目のうち、次の各号に掲げる費

目の額は、それぞれ当該各号の定めにより得た額とする。
（1）測量設計費　工事実施に関わる測量、試験、観測、設計、点検、調

査を請負に付する経費又は委託する経費の積上げ額
（2）用地費及補償費  工事実施に関わる用地費、無体財産権購入費、補

償金、補償工事費の積上げ額
（3）船舶及機械器具費  工事、測量設計に関わる船舶機械器具費、運搬

費の積上げ額
（4）営繕費　工事実施に関わる営繕費、工事費負担金の積上げ額
（5）宿舎費　工事関係職員等の宿舎費、工事費負担金の積上げ額
（6）事業車両費   車両の購入費、補修費、自動車交換差金等の積上げ額
2　「直轄港湾等災害復旧事業取扱要綱」の工事諸費の額は、災害復旧工

事費に100分の1.93を乗じて得た額以内の額とする。

第四　緊急復旧事業について（要綱第10条関係）
　要綱第10条に定める緊急復旧事業の扱いは、次のとおりとする。
　1　緊急復旧事業の範囲

（1）港湾施設又は海岸が被災して、通常の状態における海水又は流水が
浸入し、当該被災施設、当該被災施設に隣接する一連の施設又は
当該被災箇所の背後地に甚大な被害を与えているため、又はその
おそれが大きいため緊急に施行しなければならない仮締切工事

（2）港湾施設又は海岸が被災して、次期波浪等により、当該被災施設、
当該被災施設に隣接する一連の施設又は当該被災箇所の背後地に
甚大な被害を与えているため、又はそのおそれが大きいため、緊
急に施行しなければならない欠壊防止工事

（3）泊地又は航路が埋そくして船舶の出入が不能となった場合、船舶が
出入できるようにするために、緊急に施行しなければならない仮航
路掘削又はしゅんせつ工事

（4）当該被災した係留施設が唯一の施設であって、これを緊急に復旧し
なければ民生安定上及び産業活動上重大な支障を及ぼす場合にお
いて、緊急に施行しなければならない仮荷役施設工事

（5）臨港交通施設が被災して、車等の交通に著しく支障を及ぼし、これ
らの復旧に長期間を要し、かつ、適正な迂回路等がないため民生
安定上及び産業活動上重大な支障を及ぼす場合において、緊急に
施行しなければならない仮道工事

（6）港湾法第55条の3の2に規定する港湾広域防災区域内における港湾
施設であって、広域災害応急対策を実施するために緊急に施行し
なければならない施設の仮復旧工事

2 ー 4　［略］

第五　［略］　

第一〜二　［略］　

第三　事業費の積算について（要綱第5条関係）
工事設計書に計上する工事費の各項目のうち、次の各号に掲げる費
目の額は、それぞれ当該各号の定めにより得た額とする。

（1）測量及び試験費　工事実施に必要となる費用の積上げ額

（2）用地費及び補償費  工事実施に必要となる土地の所有権等の権利の
取得及び物件の移転、漁業権等の補償に要する費用の積上げ額

（3）船舶及び機械器具費  工事実施に使用する船舶・交通車の使用料・修
理費の積上げ額

（4）営繕費  雑修理及び異会計間使用料の積上げ額
（5）宿舎費  雑修理の積上げ額

第四　緊急復旧事業について（要綱第10条関係）
　要綱第十条に定める緊急復旧事業の扱いは、次のとおりとする。

　1　緊急復旧事業の範囲
（1）港湾施設又は海岸が被災して、通常の状態における海水又は流水が

浸入し、当該被災施設、当該被災施設に隣接する一連の施設又は当
該被災箇所の背後地にじん大な被害を与えているため、又はそのお
それが大きいため緊急に施行しなければならない仮締切工事

（2）港湾施設又は海岸が被災して、次期波浪等により、当該被災施設、
当該被災施設に隣接する一連の施設又は当該被災箇所の背後地に甚
大な被害を与えているため、又はそのおそれが大きいため、緊急に
施行しなければならない決壊防止工事

（3）泊地又は航路が埋そくして船舶の出入が不能となった場合、船舶が
出入できるようにするために、緊急に施行しなければならない仮航路
掘削又はしゅんせつ工事

（4）被災した係留施設が唯一の施設であって、これを緊急に復旧しなけ
れば民生安定上及び産業活動上重大な支障を及ぼす場合において、
緊急に施行しなければならない仮荷役施設工事

（5）臨港道路が被災して、車等の交通に著しく支障を及ぼし、これらの
復旧に長期間を要し、かつ適当な迂回路等がないため民生安定上及
び産業活動上重大な支障を及ぼす場合において、緊急に施行しなけ
ればならない仮道工事

2 ー 4　［略］

第五　［略］　

「直轄港湾等災害復旧事業取扱要綱の取扱いについて」新旧対照表

る図書は別添の様式―１から様式
―３によるものとし、図面、写真
等を併せ添付すること。

第五　設計変更について
　　要綱第８条第１項の合併施行
に該当するものを除き、地盤の変
動その他やむを得ない事由によ

り、その内容を変更（軽微な変更
を除く。）して施行する必要性が生
じたときは、別添の様式―４によ
り変更工事設計書を作成し、当職
あて協議すること。

（注）「軽微な変更」は次の各号に掲
げるもの以外のものとする。
（１）復旧施設の法線の変更

（２）復旧施設の位置の変更
（３）復旧工法の変更
（４）埋塞区域内における水深の変
更及び３割を超える土量の変更

（５）天然の海岸及び河岸におい
て、２割を超える延長の変更及
び断面の変更
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Column

私　海岸と
s e a s i d e

師（アングラー）」です。成果にこ
だわるのがギャンブラー、プロ
セスにこだわるのがアングラー
といったところでしょうか。　
　さすがにアングラーと呼ばれ
る人にはいないでしょうが、釣
り人の中にはマナーの悪い人が
いるのも事実。ゴミを持ち帰ら
ない人。立入禁止を侵す人。こ
れらの人が釣り人の社会的信用
を失墜させているのです。当人
たちにはそのような自覚はない
でしょう。あれば少なくともゴ
ミは捨てませんからね。それか
ら、挨拶もせず平気で割り込む
人。オマツリ（糸を絡ませるこ
と。）しておいて謝らない人。こ
ういう人は日常生活でも自己中
なのだろうと思ってしまいます。
　借金で命を落とすことはあっ
てもギャンブルそのもので命を
落とすことはありません。しか
し、アングラーは命がけ。足場

　いよいよ今回が「やすべえ流釣
り３要素理論」の最終回。どうい
う性格の人が釣りに向いている
のか、あるいは釣り師たる条件
は何か、といったことを考えて
みます。そして、その３要素は「向
上心」、「マナー」、「安全」だと思い
ます。
　「向上心」については、前回の
「層(たな)」のところでもちょっ
と触れました。釣りは、いろい
ろ試してみたり、工夫したりで
きる人でないと上達しません。
なんとなく「釣れた」時より狙っ
て「釣った」時の方が喜びは何倍
も大きく、逆に、大物をバラし
たときは本当に悔しいものです。
どちらにしても今度こそとまた
行きたくなるのはギャンブルと
似ています。しかし、釣りの場
合は、釣果に至るプロセスを極
めるところが楽しいのです。そ
ういう楽しみの分かる人が「釣り

の良い釣り場は大概釣れず、大
物が釣れるとなれば多少危険な
ところにも行きたくなるからで
す。ここで重要なのは、自然の
なかでのレジャーは基本的に自
己責任だということ。さすがに
沖磯に渡る人でライフジャケッ
トを着ていない人はいません。
しかし、地磯や波止めを見てい
るとお寒い限りです。当然な
がら安全を考えていない人ほど
落水して死ぬ確率は高くなるで
しょう。そして、よくあるパター
ンは、遺族が施設管理者を訴え、
管理者は再発防止のために規制
を強化するという悪循環です。
自己責任は登山も釣りも一緒な
のに、施設管理者（行政）がいる
ために変なことになっているよ
うな気がします。こうなると都
市部に残された貴重な釣り場は
激減します。
　釣り場の環境を守るため、一
人一人がマナーと安全に心がけ
る必要があるのです。

　やすべえ流安全対策

１．ライフジャケット、磯
靴の着用。

２．怖いと思ったら止めて
おく。

３．雷が鳴ったら直ぐ納竿。
４．キャスティング時の背

後確認。

波
4

止めと
4

なぎさ
4 4 4

の釣りバカ日誌
第6話・釣りの３要素・人間的条件編

やすべえ

私の安全装備（ライフジャケットとフェルト・スパイク底の靴）
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波
4

止めと
4

なぎさ
4 4 4

の釣りバカ日誌
第6話・釣りの３要素・人間的条件編

Column

て語る事ができるでしょう。
●●●

　ところが平成の世になって、関
東東北の小中学生の過半数が日の
出・日の入りを見た事がないという
調査結果が出ています。（平成16年
6月、川村学園女子大・斎藤哲瑯教
授調べ）　少し古い調査データです
が、平成７年の調査に比べても、日
の出・日の入りを見た事がない子ど
もが増えていますから、現在ではさ
らに多くの子どもが、「お歌では歌っ
たけど、本当は見た事ないよ」といっ
た状況だと思われます。

●●●

　日の出・日の入りを見た事のある
なしなど、日常生活や学業成績にお
いては何の役にも立ちません。お箸
の正しい持ち方とか、かけ算の九九
や漢字を覚える方が、親にとっても
子どもにとっても、楽だし得です。
生活スタイルの変化によって、夜型
の生活習慣が定着している現代で
は、夜も明けぬうちから起きて、眠
い目をこすりながら日の出の朝日を
見るなど冗談ではないでしょうし、
夕日を眺める時間帯、子どもは塾通
いで忙しくて、それどころではあり
ませんね。何の得にもならないのな
ら、自然体験などさせる必要なしで
す。

●●●

　姿形や成績数値となって、目に見
える損得勘定だけで言えばそうなり
ますが、この調査には続きがありま
す。自然体験はもちろん、ペットの

♪朝だ朝だよ　朝陽がのぼる
　みんな元気で　元気で起きよ
　朝はこころも　からりとはれる
　あなたもわたしも　君らも僕も
　ひとり残らず　起きよ朝だ♪
（「朝だ元気で」八十島稔作詞・飯田
信夫作曲）

♪ぎんぎんぎらぎら　夕日が沈む
　ぎんぎんぎらぎら　日が沈む
　まっかっかっか　空の雲
　みんなのお顔も　まっかっか
　ぎんぎんぎらぎら　日が沈む♪
（「夕日」葛原しげる作詞・室崎琴月
作曲）

　上記の二曲、日本人なら誰もが
知っている唱歌です。知っていると
言うよりも、小学校の音楽の授業、
幼稚園・保育園でお遊戯の時間に習
い歌った、懐かしい歌でしょう。

   本当は見た事ないよ

　本誌をご覧になっているみなさま
の中で、日の出・日の入りをゆっく
りと眺めた事のある方はどれくらい
いらっしゃるでしょうか？　登山や
釣りなどのアウトドアを趣味にして
おられる方なら、「山で見る御来光は
神々の降臨そのものだね」「払暁の海
は宇宙の神秘！」とか、「真っ赤な夕
焼けに映える山の稜線の美しさは格
別だ」「海に沈みゆくお天道様は、実
に優しいお姿だよなぁ」など、詩人
もかくやといった叙情的感慨を持っ

お世話や野菜の育成、家事のお手伝
いなどの経験回数によって、子ども
の道徳観に大きな差が生ずる、とい
う結果が出ているのです。

  自然体験＝情操教育＋道徳教育

　さて、子どもに自然体験や様々な
経験をさせると言っても、「それでは
早速、明日からでもやらせてみま
しょう」とはいきません。海や山に
出掛けるにしても、子どもだけで行
かせるわけにはいきません。時間と
お金を掛けて海や山へ出掛けても、
帰宅する頃には疲れてグッタリで
は、せっかくの自然体験も台無しで
す。ペットを飼うにしても、野菜の
育成にしても、庭付き一戸建て住宅
にお住まいの方でもない限り無理が
ありましょう。家事のお手伝いをさ
せるのが、精一杯といったところで
すね。

●●●

　お洗濯に布団干し、お買い物や食
事の後片付けや食器洗い。お母様方
にとって、子どもが手伝ってくれれ
ば、ありがたい事この上なしです。
ところが、子どもの立場になってみ
れば、家事のお手伝いには楽しみが
ありません。みなさんの子ども時代
を思い出してみてください。「やらさ
れてる感」が先に立ってしまい、渋
面で嫌々お手伝いしていませんでし
たか？　お母さんから「ありがとう。
○○ちゃんがイイ子で、とってもう
れしい！」と褒めてもらっても、即

名古屋港周辺−朝日夕日の絶景スポット−

公認釣りインストラクター　近藤　康明

日本音楽著作権協会（出）許諾第 1008700-001
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物的な損得勘定が身に染みついてい
るのが現代っ子。お駄賃がもらえな
ければトホホな気分になり、下手を
すれば「チェッ、お手伝いなんかタ
ダ働きで損しただけじゃん」となり
かねません。

●●●

　子どもが損得勘定抜きで満足感や
達成感が得られるのは、「楽しい」
「きれい」「かわいい」「できた」など
の、形に表れないポジティブな感動
体験です。しかしながら、感動を得
るには「つらい」「さみしい」「かわい
そう」「くやしい」などのネガティブ
な感情を乗り越える必要がありま
す。その度合いは子どもの年齢に応
じて勘考する必要がありますが、全
年齢を通じてがんばれるのが「まだ
眠い」程度のつらさの克服。早起き
ですね。親である大人の方がつらく
て無理だ、とおっしゃるなかれ。こ
こは一番、子どものため、親の威厳
を示すためにも、がんばって早起き
してください。どうしても早起きが
無理ならば、夕焼け空に沈む夕日を
一緒に眺めに行きましょう。

  身近な場所で感動体験

　では、日の出の朝日、日の入りの
夕日を見るにはどこへ行けば良いの
でしょう。本誌をご覧のみなさま
は、港湾や海辺に関係するお仕事を
なさっておられるはずですから、海
の近くお住まいの事と思います。そ
れを前提にお話を進めて参ります。

●●●

　わざわざ観光スポットに出掛ける
必要はありません。東西のひらけた
場所ならば、玄関先でもベランダで
も構いません。しかし、先に述べた
ように、あまりにお手軽すぎては感
動は得られません。少しだけ努力の
要素を加えて、お近くの海岸や港に
出掛けてみてください。夕日を見に

行くのなら、お散歩がてらに徒歩や
自転車、あるいは電車やバスでお出
掛けください。交通マナー、切符の
買い方や車内でのマナーも教えられ
ますから一石二鳥です。

●●●

　大都市圏の海辺には、自然海浜は
ほとんど残されていません。足元を
見ればコンクリートとアスファルト
で固められ、消波ブロックが入れら
れ、左右に目を転じればクレーンや
タンクや煙突などの人工物でいっぱ
いです。時には排水の異臭が漂って
きたりもします。そんな場所で、自
然体験と感動体験が得られるのだろ
うかと、はなはだ不安になります。
しかし、心配はご無用。東空、西空
に目を向けてください。モノクロな
のが残念ですが、掲載した写真はす
べて、名古屋市内から15分～１時
間程度の場所で撮影した朝日と夕日
です。煙突からたなびく排煙、工場
とタンクの脇から昇る朝日であって
も、"母なる太陽"の神々しさに変わ
りはありません。タンカーや貨物船
の行き交う海であっても、一日の終
わりを告げる夕日の優美さが見劣り
する事はありません。思わず「あさ
だ、あ～さ～だァよォ～！」とか「ぎ
んぎんぎらぎら夕日が沈む……」と
口ずさんでしまいそうになります。

●●●

　ただ、大人には朝日夕日の美しさ
が理解できても、初めての光景を目
にした子ども達には、それが「自然
の美」であることが理解できないか
もしれません。人間の感性は、磨か
れて研ぎ澄まされていくものです。
目の前の光景が、「なぜ世界中の人々
が美しいと認識しているのか」を、
わかりやすく説明してあげるべきで
す。空と海の色の変化、太陽のもた
らす自然の恵み、新しい朝を迎えた
喜び、一日を無事に終えられた事へ
の感謝などを、自然科学、歴史、民

話などを織り交ぜた、素敵なお話と
して説明してあげてください。

  名古屋港周辺の絶景スポット

　名古屋港にはSOLAS条約による
立ち入り規制区域、工場や倉庫など
企業占有地域、漁港など立ち入りが
制限されている場所も多いので注意
が必要です。なお、本記事は平成
22年６月20日現在での情報です
ので、場所によっては本誌の発行時
には立ち入りが制限されているかも
しれません。その場合はご容赦くだ
さい。

１．名古屋港　潮見埠頭
（名古屋市港区潮見町）
　朝日・夕日の両方が楽しめます。
近くに中部電力が運営する、名古
屋港ワイルドフラワーガーデン「ブ
ルーボネット」があり、四季を通じ
て様々な花を楽しめるので、ゆっく
りと休日を過ごした帰りに夕日を眺
めるのもおすすめです。なお、周辺
には天然ガスや石油製品のプラント
があり、潮見町全域が火気厳禁エリ

伊勢湾再奥部、名古屋港潮見埠頭の朝日

夕日に映える名古屋港
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私　海岸と
s e a s i d e

＜アクセス＞
　名鉄知多新線「野間駅」下車。タク
シー15分。

●●●

　東京近郊では、若洲海浜公園、浦
安埋立地の千鳥地区（通称：Ｆ号地）
南端、習志野市茜浜緑地など、身近
な場所で美しい日の出、日の入りが
眺められます。

************************************
※各地の日の出・日の入り時刻
　国立天文台天文情報センター
　暦計算室
　http://www.nao.ac.jp/koyomi/

※日の出・日の入り鑑賞時の注意
　朝日・夕日といえども、太陽を直
視しない事。空と海の色の変化を鑑
賞しましょう。望遠鏡、双眼鏡は使
用しないように。最悪の場合、失明
する危険があります。
　写真を撮影する場合は、太陽観測
フィルターを使用するか、撮影モー
ドを調節してください。カメラが故
障する可能性があります。

＜アクセス＞
　名鉄常滑線「大野町駅」下車。徒歩
５～10分。

３．りんくうビーチ＆釣り護岸
（常滑市りんくう町３丁目）
　鈴鹿山脈に沈む雄大な夕日を背景
に、中部国際空港を離着陸する飛行
機を見る事ができます。季節ごとに
通う写真マニアもいる人気スポット
です。りんくうビーチから釣り護岸
にかけての海岸遊歩道は、ジョギン
グにも最適。早朝には知多半島中央
部の丘陵越しに昇る朝日も楽しめま
す。
＜アクセス＞
　名鉄常滑線「りんくう常滑駅」下
車。徒歩10分。

４．小野浦海水浴場＆野間灯台
（知多郡美浜町小野浦）
　名古屋港周辺と言うには少し離れ
ていますが、夕日の美しさは断トツ
の絶景スポットです。小野浦海水浴
場は、春と秋には釣り教室が開催さ
れ、多くの投げ釣りファンがやって
きます。ロマンチックな白亜の野間
灯台では、干潮時に周辺の潮溜まり
で生物観察も楽しめます。

アなので、バス停や路上など屋外は
全面禁煙です。
＜アクセス＞
　名鉄常滑線or河和線「大江」駅より
市営バス金山19系統「ワイルドフラ
ワーガーデン」下車。夕日は「潮見町
南」終点下車、南へ徒歩１分。

２．大野海水浴場＆大野漁港
（常滑市大野町）
　夕日の絶景スポットです。冬場に
は雪化粧を施した鈴鹿山脈の山々が
赤く染まり、感動的な夕景が見られ
ます。漁港への道は狭くてわかりづ
らいので、大野海水浴場から海を右
手に見ながら、海岸沿いを進むと良
いでしょう。ポイントが限られます
が、漁港に昇る朝日も素敵です。

「ブルーボネット」前から見た朝日

常滑市大野漁港に昇る朝日

常滑市大野漁港の夕日

まばゆい朝日に照らされる釣り人

夕映えの海で釣りを楽しむ少年

　愛知県知多郡美浜町　小野浦海岸の夕日
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敦賀港

　敦賀港は日本海有数の天然の良港
であり、奈良時代から三大要津の一
つに数えられ、わが国とアジア大陸
を結ぶ交易拠点として栄えてきまし
た。
　現在、韓国、中国、オーストラリ
アなどとの貿易がさかんに行われて
います。
　 平 成21年 の 取 扱 貨 物 量 は 約
1,446万トンで、このうち外貿貨
物が約263万トン（全体の18％）と
なっており、石炭、木材、コンテナ
貨物等を扱っています。また、内貿
貨物は1,183万トン（全体の82％）
で、うち約９割が北海道と結ぶフェ
リー・ＲＯＲＯ船の貨物となってい
ます。
　また、定期コンテナ船は韓国（釜
山）航路が週３便就航し、対岸貿易

が活発に行われています。 　
　敦賀港は古くから栄えた発祥の地
「本港地区」と、昭和52年の港湾
計画改訂により物流機能の拡充のた
め、新たに鞠山地区に展開した「新
港地区」とに分かれます。 
　既に金ヶ崎縁地や臨港トンネル、
水深7.5m岸壁の整備を完了した本
港地区では、誰もが港や海に親しめ
る空間づくり、安全で健全な海洋性
レクリエーション活動の場の整備を
行っています。
　また、新港地区の背後には、石炭
火力発電所やセメント工場が立地し
ており、大型船舶が頻繁に入港して
います。
　この地区には、水深12m、8m
の公共岸壁、水深14m、10mの専
用岸壁、そして北海道苫小牧港・秋
田港・新潟港との大型フェリーに対
応するためのフェリー岸壁が供用さ
れています。さらに物流機能を強化
するため、コンテナ貨物などの増大
に対応する「敦賀港鞠山南多目的国
際ターミナル」が平成22年に供用開
始され、ますます発展が期待されて
います。

■江　戸 
　江戸中期以降西廻り航路の発達に
よって、北国と京都・大阪との交流
が盛んになるにつれ、敦賀港は北前

貿易の中継基地として、また、蝦夷
地開発に必要な建設資材、生活必需
品の供給基地として繁栄しました。
 

■明　治
　敦賀港の開港運動が実を結び明治
32年開港場に指定されました。明
治35年にはウラジオストクと敦賀
港との間に定期航路が開設され、明
治42年には港湾整備拡充の目的で
第一期修築工事が内務省直轄で開始
されました。
　その後敦賀にロシア領事館も開庁
され、日本海側の玄関口として、重
要な役割を果たしてきました。
　また、明治45年から、週一往復
新橋～金ケ崎間に欧亜国際連絡列車
が走り、シベリア鉄道を経由して、
遠くヨーロッパ諸国に直結されて、
敦賀は一躍交通の要路として位置づ
けられました。
　

■大　正 
　大正11年には、現在の敦賀港の
原型を築く大規模な港湾整備に着工
しました。　
　また、大正14年にはソ連領事館
も開庁しました。（～昭和19年）

 

グ ル メ紀行
な ぎ さ

Column
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敦賀港のあらまし

敦賀市企画政策部　観光まちづくり課

敦賀港の歴史

敦賀港

江戸時代の敦賀港
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～美しい敦賀湾で愛情をかけ、丁寧
に育てられた敦賀ブランドのトラフ
グです。～
　敦賀市でのトラフグ養殖は、昭和
50年代より敦賀湾の西に位置する
西浦地区を中心に始まりました。今
では、福井県一の生産量を誇ってい
ます。この敦賀産の養殖トラフグは
「敦賀ふぐ」として商標登録されて
います。
　そんな「敦賀ふぐ」の自慢は、
①オリジナルの餌「すいせん」
　試行錯誤しながら開発したこの餌
で育てると、成長や歩留まりが良く
なるばかりでなく、肉質の向上にも
繋がっています。
②日本最北端のトラフグ養殖地
　冷たくキレイな海水でじっくり育
てたトラフグは、身が締まって味も
格別です。
　この「敦賀ふぐ」は、地元の民宿や
市内の飲食店でてっさ（ふぐ刺し）、
てっぴ（ふぐ皮）、てっちり（ふぐ鍋）、
たたき、焼きふぐ、ふぐ唐揚げなど
で楽しめるほか、「調理剤ふぐ」や「ふ
ぐセット」の通信販売も行われてい
ます。つるが観光物産フェアでは、
ふぐ鍋にして多くの人に味わってい
ただいています。
　旬は10月から3月。てっさをポ

■昭　和 
　昭和26年には重要港湾及び出入
国港に指定され、昭和28年に港湾
管理者は福井県になりました。
　その後、昭和30年には北海道定
期航路が開設され、また、対ソ貿易
も再開され港勢は回復に向かいまし
た。
　昭和52年には港湾機能拡充と再
編を期して、外港地区に鞠山新港整
備計画が策定され、現在大型岸壁が
整備されています。

■平　成
　平成21年に開港110周年を迎え
た敦賀港は、今後も港湾施設の整備
とともに新航路の開設、流通関連企
業の誘致を図り、日本海側の拠点と
なる港を目指していきます。
　また、気比の松原に代表される美
しい自然の保全、憩いと賑わいのあ
るウォーターフロントの開発など魅
力的で活力あふれる港町を形成する
ため、各種の施設整備を行い、さら
なる発展を目指します。

　江戸中期以降には、昆布やニシン
などの松前物と呼ばれる蝦夷地（北
海道）からの荷が飛躍的に増加し、
北前船が登場します。蝦夷地（北海
道）を代表する特産品である昆布を
本州に運んだこの北前船の航路は、
別名昆布ロードとも呼ばれていま
す。敦賀に荷揚げされた昆布は、商
人の手により京都や大阪に運ばれま

した。そんな敦賀に発達したのが、
昆布の加工技術。酢に漬けた昆布を
包丁で薄く削る技法は、現代に受け
継がれ、その薄絹のようなおぼろ昆
布は「手すきおぼろ昆布」の生産量日
本一（約85％）を誇っています。

○おぼろ昆布
　敦賀の職人が、昔ながらの手法で
削りだされる昆布は繊細でなめら
か。
　お吸い物や、おにぎりなど様々な
用途でご利用いただけます。

敦賀ふぐ

グ ル メ紀行
な ぎ さ

現在の敦賀港

昆布加工業の発達
手すきによるおぼろ昆布の生産

日本一の生産量を誇る手すきおぼろ昆布

おぼろ昆布を使ったお吸い物とおにぎり
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げされます。刺身としてわさび醤油で
食すと甘みがありたいへん美味です。

○焼鯖寿司
　この焼鯖寿司は福井の名産として
注目されています。
　脂ののった焼き鯖の、こうばしく
濃厚な味わいが、口いっぱいに広が
ります。

○敦賀ラーメン
　敦賀ラーメンは流しの屋台から
スタート。五十年以上たった現在も
午後八時から深夜二時ごろまで屋台
をはじめ店舗で出されるこだわりの
ラーメンの人気は衰えません。
　敦賀ラーメンは豚骨＋鶏ガラスープ
が基本。旨いラーメンを食べ歩こう！
  ラーメン屋台

　市内を通る国道８号線沿いには毎
晩「ラーメン屋台」が立ち並びます。
　市民はもちろんのこと、京阪神、
中京方面からの大型トラック運転
手のお腹も満たしてくれるのが、
この敦賀のラーメン屋台です。

○ソースカツ丼
　福井県のご当地グルメといえば
ソースカツ丼。カツを卵でとじるカ
ツ丼とはひと味もふた味も違いま
す。ウスターソースをベースにした
各店秘伝のタレに揚げたてのトンカ
ツをとおし、どんぶりに盛ります。
甘みのあるタレとカツのサクッとし
た歯ごたえがたまらない。

かまぼこの定評ある味は、職人のこ
だわりにより生み出されました。
豊富な水産物の中から、素材に徹底
した吟味を重ね、主原料にはくせが
なく味のよいタイ科の魚を基本とし
ています。おみやげに、また、ご家
庭の食卓の一品としてぜひ、そのお
いしさをご堪能ください。

○甘えび
　透きとおるような鮮やかな身の
赤、お刺身で食べると口の中にふ
わっと広がる甘みが特徴。越前がに
と並び、冬の味覚を代表する海の幸
です。沖合いで漁獲された甘えびは、
鮮度と旨みをそのままに市場に水揚

ン酢でさっぱりと食すもよし、てっ
ちりもよし、その他焼き物・天ぷら
など食べ方は様々。地元ならではの
お手ごろ価格と鮮度抜群の敦賀ふぐ
は一度食べたらやみつきです。

○かに
　冬の味覚の王様、「かに」。敦賀港
や三国港等で水揚げしたかにを越前
がにといい、雄はズワイガニ、雌は
セイコガニと呼ばれます。その食べ
応えは抜群で、茹でてよし、鍋でよ
し、焼いてよし、生でよし。どれを
とっても美味しさ間違いなし。毎年
11月6日の解禁日より港は大賑わ
いです。

○かまぼこ　伝統が息づく職人の技

　日本海の新鮮な海の幸が水揚げさ
れる敦賀市。この地で培われた敦賀

養食トラフグ「敦賀ふぐ」

日本海の豊富な水産物

ズワイガニとセイコガニ

ラーメン・丼物

タイ科の魚を基本としたかまぼこ

甘えび

information
敦賀市企画政策部　観光まちづくり課
TEL 0770-22-8128　FAX 0770-23-4129
(社)敦賀観光協会
TEL 0770-22-8167　FAX 0770-22-8197
 http://www.turuga.org  
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To p i c sTo p i c s
2010年チリ地震津波における湾口防波堤
の防護効果について

東北地方整備局　仙台港湾空港技術調査事務所　調査課　調査第一係長
工　藤　　雅　春

備を行った。
　釜石港湾口防波堤は、明治三陸
沖地震で最大痕跡高7.9mを記録し
た釜石湾における津波防護対策とし
て昭和53年から平成20年に整備を
行った。

　なお現在は、2010年チリ地震津
波においてもふ頭用地の浸水のあっ
た久慈港において湾口防波堤の整
備を実施している。

　沖合波浪観測網とは、沖合約
20kmの場所にGPS波浪計という計

　東北地方の太平洋沿岸部では、
1960年のチリ地震津波や三陸沖地
震津波など津波による浸水被害が
幾度となく発生しており、住民の切
実な要望として津波に対する対策
が叫ばれてきた。
　そこで、ハード対策としては港内
の静穏度対策と津波防護の機能を
兼ね備えた「湾口防波堤」の整備や
防潮堤の整備などを実施している。
　また、ソフト対策としては、港湾
施設の整備に必要となる沖合の波
浪情報を取得するため「GPS波浪計
による沖合波浪観測網」の整備を行
っている。
　このような対策のなされている
中、2010年2月27日にチリ中部沿岸
を震源とする地震による津波が発
生、翌28日に日本太平洋沿岸に達
し、久慈港・気仙沼港などで浸水が、
大船渡港などでは養殖筏の流出被害
が発生した。このことを受けて、ハ
ード対策として、既に整備の完了し
ている釜石港・大船渡港において今
回の津波に対する湾口防波堤の防護
効果の検証を行った。

　大船渡港湾口防波堤は1960年チ
リ地震津波で甚大な被害を受けた
大船渡湾周辺地域の津波防護対策
として昭和36年から昭和41年に整

測器を付属したブイを浮かべ、波浪
によるブイの上下運動をGPS測位技
術にて取得する方法で、通常の波浪
はもちろんのこと、津波来襲時の波
浪情報の取得も可能なシステムであ
る。

　東北では、平成18年
より整備を開始し、既
に太平洋に７基のGPS
波浪計の整備を行って
おり、今年度、日本海
に３基を整備して全体
計画を完了する予定で
ある。
　同システムでの津波
観測としては、今回の
チリ地震津波で初めて
観測され、今まで整備
されている沿岸部の波
浪観測や港内での潮位
観測とあわせて有効な
データ取得が可能とな
っている。

大船渡港湾口防波堤

釜石港湾口防波堤

沖合波浪観測網の概要

GPS衛星

陸上局
（GPS基地局）

約20km

補 正 情 報

観 測 情 報
GPS波浪計

波

観測局

はじめに

湾口防波堤の整備状況

沖合波浪観測網の整備状況



58

　前述のとおり大船渡港と釜石港
での効果に明らかな差異が生じてい
ることから、湾の固有周期と津波の
周期による「共振」について検討を実
施した。各湾の固有周期は大船渡
湾で38分、釜石湾で22分と計算か
ら導き出せる。一方、今回の津波の
周期は前述のとおり約30 ～ 40分と
なっている。以上のことから、今回
の津波にて大船渡湾では共振現象
が発生し、釜石湾ではさほど発生し
なかったことが防波堤の防護効果に
影響を与えていると予想される。ま
た、三陸沖地震津波は約10 ～ 20分
の周期であることが文献等でわかっ
ていることから、釜石港の湾口防波
堤では三陸沖地震津波時に効果を
より発揮するものと思われる。

　今回の検証を実施したことで、湾
口防波堤の防護が浸水被害を低減
させる効果があったことはもちろん
のこと、津波に伴って発生する流速
を抑えることによる養殖施設への被
害低減に寄与することがわかった。
このことは大きな成果であったとい
えよう。
　しかし、湾口防波堤の計画時には
想定する地震の規模並びに発生す
る津波の特性を的確に把握した上
で計画する必要がある。
　今後は、今回の検証結果を踏ま
え、効果的でより安全で安心できる
海岸整備を進めていきたい。

範囲が拡大することから、被害範囲
も拡大することが予想される。

○釜石港湾口防波堤の効果
　釜石港での津波高としては、防波
堤のある現状の状態で0.56mの実測
値であるのに対して防波堤のない場
合では0.69mという結果であり、約
２割の防護効果があった。

　今回の津波で観測された最大津
波高は、GPS波浪計では岩手県南部
沖で21cm、宮城県北部沖で22cmと
なっており、港内潮位計では釜石港
で56cm、大船渡港で69cmを観測し
た。また、津波の周期については、
約30 ～ 40分と津波の中でも比較的長
く、大規模かつ遠隔地で発生した地
震による津波の特徴を表している。

　防護効果の検証方法としては、防
波堤の有無による津波の波高及び
それに伴う流速を数値計算にて導
き、入力条件として観測された波高・
周期との相関を加え、より再現性の
向上を図っている。

○大船渡港湾口防波堤の効果
　大船渡港での津波高としては、防
波堤のある現状の状態で0.69mの実
測値であるのに対して防波堤のない
場合では1.35mという結果であり、
約５割の防護効果があった。また、
防波堤のない場合、港奥部にてふ
頭用地の浸水被害が発生すること
が計算から導き出された。
　さらに、養殖筏の流出被害があっ
たことから、被災箇所と流速分布の
比較を実施したところ、0.5m/s以上
の流速が発生している区域と流出被
害が発生している区域が概ね一致
している。また、防波堤のないケー
スで計算すると、0.5m/s以上の流速

観測された津波（宮城県北部沖）

湾口防波堤の効果（大船渡港）

湾口防波堤の効果（釜石港）

2010年チリ地震津波の特徴

防護効果の検証

検証の考察

おわりに

（計算値）

津波高

流速
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被害の状況、特徴について、講演
をいただきました。

概　要
　昭和35年（1960年）に発生したチリ
地震津波は南米チリ沖で発生して
から約22時間後、日本に到達した。
　三陸沿岸に住む住民は過去の明
治、昭和の地震による津波を経験し
ていることから、津波に対する認識
は少なからずあったが、まさか南米
チリ沖で発生した津波が日本にやっ
てくるとは思っていなかった。
　また、その津波は周期が長く、近
海で発生した津波では被害がな
かった湾の奥の地域でも河川を遡上
し被害が発生した。
　平成22年2月27日（現地時間）発生
したチリ中部沖での地震についてチ
リ国内には警報システムあったが、
うまくシステムが作動せず、警報が
発令されなかったものの、多くの住
民は事前に避難訓練を実施しており
自主的に避難して助かった。
　しかし、現地は夏で避暑地として
沿岸部を訪れていた人々が地震の
揺れを感じていたのにもかかわら

宮城県、南三陸町、宮城県津波対策連絡協議会

「津波防災シンポジウム」
～チリ地震津波より５０年、そして今年～の開催

　平成22年5月23日（日）宮城県南三
陸町志津川のベイサイドアリーナに
おいて、宮城県、南三陸町、宮城県
津波対策連絡協議会主催で「津波防
災シンポジウム」～チリ地震津波よ
り50年、そして今年～が開催されま
した。
　宮城県では昭和35年（1960年）5
月24日、県内での死者・行方不明者
57名を数えたチリ地震津波を契機
に、堤防や護岸、防潮水門などの施
設整備による津波対策を推進してき
ました。
　50年目となる今年、再びチリでの
地震に伴う津波が来襲しました。幸
い人的な被害はありませんでした
が、養殖施設の破損などをはじめと
する漁業関係を中心に甚大な被害を
もたらしました。さらに、宮城県沖
地震は「いつきてもおかしくない」状
況にあり、地震に伴う津波も懸念さ
れています。

　このような中、チリ地震津波での
死者・行方不明者が41人にのぼった
南三陸町を会場として、津波シンポ
ジウムを開催し、様々な視点から津
波と人の行動や、地域住民がいざと
いうときにとるべき行動や津波に対

する心構えなどについてともに考え
ました。
　会場には南三陸町をはじめ近隣
市町及び県外から、合計450名を超
える多くの方々にご参加いただきま
した。
　三浦副知事からは、世代交代も
進む中、津波被害の恐ろしさを語り
継ぎ、危機意識を風化させることな
く、津波災害に備える心がけを新た
にしていただきたいと挨拶があり、
佐藤南三陸町長からは、災害につよ
いまちづくりに一層努力していくと
挨拶がありました。

　「チリ地震津波などの被災状況と
津波に対する備え」と題し、東北大
学大学院工学研究科の今村文彦教
授より50年前のチリ地震津波による

To p i c sTo p i c s

三浦副知事

佐藤南三陸町長

今村教授

基調講演
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提言内容
　チリ地震津波から50年が過ぎまし
た。私たちは、津波がもたらした大
きな被害を決して忘れず、50年前の
災害の教訓を生かして、地震と津波
への心がけを怠らず、地域住民が
力を合わせて万全の備えを行ってい
くことをここに誓います。
平成22年5月23日
津波防災シンポジウム参加者一同

　会場ロビーでは津波防災の取り
組みや、50年前のチリ地震津波によ
る南三陸町の様子をとらえた貴重な
写真のパネル展示を行いました。
　参加者は自分たちの町が津波に
よってどのように破壊されたのか
を、 50年前の町の様子と現在の町の
姿と重ね合わせ、その悲惨さをまの
あたりにし、より一層防災意識を高
めてもらいました。

仙台管区気象台技術部長の橋本徹夫
氏、東北大学大学院情報工学研究科
准教授の邑本俊亮氏、シルバー人材
センター理事長であり元志津川町教
育長の勝倉彌司夫氏、南三陸町交通
安全母の会会長菅原咲枝氏、南三陸
町婦人防火クラブ連合会会長三浦と
み子氏をパネリストとしてお迎えし、
それぞれの立場から津波防災に関
する考え方や当時のチリ地震津波の
経験談をいただきました。

概要
　津波警報は東北から始まったとし
て、橋本技術部長より、新旧の津波
観測体制の紹介や津波情報発信の
技術革新の歴史について述べられ
ました。
　邑本准教授からは、心理学の視
点から住民避難などに関する警報が
発表されても個人個人の受け取り方
に違いがあり、避難しない行動をと
る人間が陥りがちな判断について述
べられました。
　勝倉理事長及び菅原会長からは
昭和35年のチリ地震津波の体験に基
づく当時の惨状について、三浦会長
からは　地域における防災の取組に
ついてそれぞれ述べられました。

　志津川中学校の生徒代表に提言
していただき、満場の拍手により提
言が採択されました。

ず、避難ができず、また、津波の第
一波は何とか避難できた人々も、それ
以降早々に戻ってしまい、犠牲になっ
た。500名のうちその大半がそのよう
な津波の知識や経験がなく、避難訓
練を実施していない滞在者であった。
　予想されている宮城県沖地震で
は連動型の場合、大きな津波が発
生から10分程度で到着するといわれ
ている。こういうものが我々住んで
いる地域に、いつ起きてもおかしく
ない状況である。備えというのはい
くら行ってもやり過ぎということは
ない。実際にこのような状況が予測
されていることから、今一歩さらに
防災の意識を高めていただき備えて
いただきたい。その備えが必ず命を
救うということで実を結びます。

　第2部は「いざというとき、どう行
動しますか」というテーマでパネル
ディスカッションが行われました。
　コーディネーターは基調講演をい
ただいた今村文彦教授にお願いし、

パネルディスカッション

コーディネーター（今村教授）　

提　言

パネル展

パネリスト

提言の様子

今村教授による説明の様子

パネル展示
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所での実験データ等を基に、学術的
な知見も交え説明しました。最後は
人は何故津波から逃げないのかに
ついての考察で、「皆さんは巨大津波
から生き残れますか？」という会場
の方々への問いかけで締めました。
  このセミナーを契機として、「津波
の怖さ」が改めて認識され、津波対
策に対する更なる理解が深まったこ
とを期待しています。

四国地方整備局　港湾空港防災・危機管理課
　　　　　　　　　　　　　　沿岸安全係長

柴　谷　　大　介

「津波と防災を考えるセミナー」を開催（H22.3.10開催）

　3 ／ 10（水）、四国地方整備局高
知港湾・空港整備事務所は高知市内
で、津波に対する備えの重要性を再
認識し、津波対策をはじめとした南
海地震対策の効果的な推進につい
て考えることを目的に、「津波と防災
を考えるセミナー」（後援：高知県、
高知市、高知新聞社、ＮＨＫ高知放
送局、ＲＫＣ高知放送）を開催しま
した。セミナーには、一般、関連企
業、各機関の防災担当者など約190
名が参加しました。
　高知大学農学部大年邦雄教授が
「高知市の自然災害と防災」と題し
て基調講演を行い、南海地震時に
おける高知県及び高知市の被害の
想定を紹介するとともに、長期浸水
などの高知市中心部の防災課題や
関係機関が連携した浦戸湾全体の
対策の重要性などについて説明しま
した。

　独立行政法人港湾空港技術研究
所海洋・水工部、有川太郎主任研究
官は「津波のメカニズムと脅威」と題
して講演を行い、津波と風波の違い
や津波の破壊力などについて、スマ
トラ沖地震津波などの状況や、研究

To p i c sTo p i c s

有川主任研究官による説明の様子

大年教授による講演の様子
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　　　1　理事の辞任及び欠員補充
　　　１）理事の辞任

港湾海岸防災協議会

港湾海岸防災協議会第50回通常総会の開催

　平成22年5月25日（火）、大阪府堺
市のリーガロイヤルホテル堺におい
て、当港湾海岸防災協議会の第50
回通常総会を、（社）日本港湾協会第
81回通常総会との共催で開催いたし
ました。
　総会は、（社）日本港湾協会の総会

に引き続いて開催され、以下の議案
について諮り、原案のとおり議決さ
れました。
　また、本年は、港湾海岸防災協
議会の創立50周年にあたることか
ら、記念事業の一環として、港湾海
岸防災功労者表彰を実施することと

し、別表の港湾海岸防災事業等に貢
献された方々を表彰いたしました。
　なお、総会に先立って、同日11時
から理事会が開催され、総会に提出
する議案について審議が行われ、原
案のとおり総会に諮ることが承認さ
れました。

To p i c sTo p i c s

　議案第１号　役員人事等について
　本協議会の理事の辞任及び欠員補充の報告を行うとともに、理事の改選、監事の改選等を以下のとおり総会に提案し、
原案どおり承認されました。

氏　　　名 所　　　属 備　　　考

斉藤　一美
衛門　久明
藤原　克己
分家　静男
木原　敬介
藤田　忠夫

前　東京都港湾局長
前　静岡県建設部長
前　名古屋港管理組合　企画調整室長
前　射水市長
前　堺市長
前　宇部市長

異　動
〃
〃

改　選
〃
〃

行事・奉仕・美化活動分野で表彰を受けて
堺旧港周辺を考える会　酒木道生会長

浜田　副会長（議長）

総会の様子
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　　　２）理事の欠員補充

氏　　　名 所　　　属 備　　　考
比留間英人
森山　誠二
鈴木　泰治
夏木　元志
竹山　修身
久保田后子

東京都港湾局長
静岡県交通基盤部長
名古屋港管理組合　企画調整室長
射水市長
堺市長
宇部市長

異　動
〃
〃

改　選
〃
〃

　　　2　理事の改選（総会議決事項）

氏　　　名 所　　　属 備　　　考
古賀　　誠
篠田　　昭
浜田　　博
鬼頭　平三
岩倉　博文
宮下順一郎
佐藤　　昭
長谷部　誠
野田　武則
山内　隆文
吉田　雄人
金丸　謙一
比留間英人
米田　　徹
夏野　元志
武元　文平
河瀬　一治
坂本　憲男
森山　誠二
栗原　裕康
鈴木　泰治
北川　貴志
川本　　清
岡口　憲義
白井　　文
大橋　建一
竹山　修身
宇津　徹男
伊東　香織
平谷　祐宏
久保田后子
丸山　隆英
稲田　米昭
笹岡　豊徳
北原　義則
中尾　友昭
桑原　徹郎
坂井　俊之
山田　康夫
日高十七郎
仲田　文昭

衆議院議員
新潟市長
別府市長
（社）日本港湾協会理事長
苫小牧市長
むつ市長
塩竃市長
由利本荘市長
釜石市長
久慈市長
横須賀市長
館山市長
東京都港湾局長
糸魚川市長
射水市長
七尾市長
敦賀市長
坂井市長
静岡県交通基盤部長
沼津市長
名古屋港管理組合企画調整室長
三重県県土整備部長
大阪市港湾局長
神戸市みなと総局長
尼崎市長
和歌山市長
堺市長
浜田市長
倉敷市長
尾道市長
宇部市長
広島県空港港湾部長
小松島市長
須崎市長
香川県土木部長
下関市長
長崎県土木部長
唐津市長
宮崎県県土整備部長
屋久島町長
沖縄県土木建築部長

再　任
〃
〃
〃
〃

新　任
再　任
〃
〃
〃

新　任
再　任
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

新　任
再　任
〃
〃
〃
〃
〃
〃

新　任
再　任
〃
〃
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付議事項　次の議案を審議し、いずれも原案のとおり承認決定した。
（1） 役員人事等について
（2） 平成20年度事業報告及び収支決算報告について
（3） 平成21年度事業計画及び収支予算（案）について
（4） 通常総会決議（案）について
（5） 第50回通常総会開催地及び開催時期について

２　理事会
日　　時　平成21年5月19日（火）　11時00分～11時20分
会　　場　八戸グランドホテル　２階　翔鶴の間　八戸市番町14番地
付議事項　次の議案を審議し、いずれも原案のとおり承認決定した。

  （1） 役員人事等について

氏　　　名 所　　　属 備　　　考
古賀　　誠
篠田　　昭
浜田　　博
鬼頭　平三
岩倉　博文
宮下順一郎
佐藤　　昭
長谷部　誠
野田　武則
山内　隆文
吉田　雄人
金丸　謙一
比留間英人
米田　　徹
夏野　元志
武元　文平
河瀬　一治
坂本　憲男
森山　誠二
栗原　裕康
鈴木　泰治
北川　貴志
川本　　清
岡口　憲義
白井　　文
大橋　建一
竹山　修身
宇津　徹男
伊東　香織
平谷　祐宏
久保田后子
丸山　隆英
稲田　米昭
笹岡　豊徳
北原　義則
中尾　友昭
桑原　徹郎
坂井　俊之
山田　康夫
日高十七郎
仲田　文昭

衆議院議員
新潟市長
別府市長
（社）日本港湾協会理事長
苫小牧市長
むつ市長
塩竃市長
由利本荘市長
釜石市長
久慈市長
横須賀市長
館山市長
東京都港湾局長
糸魚川市長
射水市長
七尾市長
敦賀市長
坂井市長
静岡県交通基盤部長
沼津市長
名古屋港管理組合企画調整室長
三重県県土整備部長
大阪市港湾局長
神戸市みなと総局長
尼崎市長
和歌山市長
堺市長
浜田市長
倉敷市長
尾道市長
宇部市長
広島県空港港湾部長
小松島市長
須崎市長
香川県土木部長
下関市長
長崎県土木部長
唐津市長
宮崎県県土整備部長
屋久島町長
沖縄県土木建築部長

再　任
〃
〃
〃
〃

新　任
再　任
〃
〃
〃

新　任
再　任
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

新　任
再　任
〃
〃
〃
〃
〃
〃

新　任
再　任
〃
〃

氏　　　名 所　　　属 備　　　考
亀甲　邦敏
横田　正夫

北総鉄道（株）会長 再　任
 〃

　　　3　監事の改選(総会議決事項)

　　　4　監会長、副会長及び理事長の選任(総会での理事選任を条件とする)

役　　　職 氏　　　　名 備　　　考
会　　　長
副　会　長
副　会　長
副　会　長
理　事　長

古賀　　誠
篠田　　昭
浜田　　博
佐藤　　昭
鬼頭　平三

再　任
〃
〃

新　任
再　任

　　　5　次期総会開催までの間における役員の欠員補充を会長に一任することについて

１　第49回通常総会
日　　時　平成21年5月19日（火）　15時15分～15時40分
会　　場　八戸市公会堂　八戸市内丸1 − 1 − 1

　議案第2号　平成21年度事業報告及び収支決算報告について

　以下の平成21年度事業報告及び収支決算報告について、事務局からの報告及び監事からの監査報告を行い、承認さ
れました。

平成21年度事業報告
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  （2） 平成20年度事業報告及び収支決算報告について
  （3） 平成21年度事業計画及び収支予算（案）について
  （4） 通常総会決議（案）について
  （5） 第50回通常総会開催地及び開催時期について

３　港湾海岸防災事業促進運動
（1）港湾海岸防災事業促進運動

　港湾海岸防災事業の予算要求にかかる港湾整備・振興促進運動は、港湾海岸防災協議会第49回総会において
採択された｢港湾海岸防災事業促進に関する決議｣に基づき、｢海岸整備の推進による国民の安全・安心の確保｣
のスローガンのもと、全国の港湾海岸関係者がそれぞれ個別に各地域の事業促進のため要望活動を展開した。

（2） 全国海岸事業促進連合協議会による第13回海岸シンポジウムの実施
　第13回海岸シンポジウムは、海岸事業促進運動の一環として、国土交通省、農林水産省後援のもとに、全国
海岸事業促進連合協議会（会長　堀川清司氏　構成：港湾海岸防災協議会、全国農地海岸保全協会、全国漁港
海岸防災協会、（社）全国海岸協会）が主催し実施した。
　今回は、港湾海岸防災協議会が幹事を務め、｢地球温暖化への適応策～安全・安心の確保と良好な環境の継
承～｣をテーマに、平成21年11月6日（金）13時00分より新宿明治安田生命ホール（東京都新宿区）において開催
した。
地球温暖化への対応が世界的に議論され、放置できない喫緊の課題として認識されるようになっているなかで、
我が国の沿岸域でも地球温暖化に伴う気候変動や海面上昇で大きな影響を受けることが懸念されている。そこ
で、地球温暖化に伴う沿岸域への影響を最小限に抑え、沿岸域の安全・安心を確保するとともに、良好な海岸
環境を次世代に継承するために今から何をすべきかという観点から、今後の海岸の整備や管理のあり方につい
て考え、今後の取り組みの参考とすることを目的とした。
　シンポジウムでは、関西大学環境都市工学部教授の河田惠昭氏に｢地球の温暖化と海岸災害｣と題して基調講
演をいただいたあと、ご参加いただいた様々な分野からのパネリストによるディスカッションを行い、活発な
意見交換を通し、地球温暖化に伴う沿岸域の災害リスクの増大に対して、私たちはどのように対応すべきかと
いう点について示唆に富んだお話を伺うことができた。

４　防災関係事業の啓発宣伝
（1） 季刊誌｢波となぎさ｣No.180～No.183を各1,800部発行し頒布した。
（2） 本会と（社）日本港湾協会との共催、国土交通省後援、富士フイルムイメージング株式会社外５団体協賛のもと

に｢2009豊かなウォーターフロント｣フォトコンテストを実施した。
（3） 中央防災会議で決定された｢防災週間｣の趣旨に基づき、防災意識の高揚、防災知識の普及及び防災体制の整

備のための啓発活動の一環として、ポスターを作成し配付した。
（4） 海岸愛護思想の普及と啓発を図ることなどを目的として国土交通省及び地方自治体が主催する｢海岸愛護月間

｣の趣旨に賛同し協賛した。

５　港湾講習会・講演会等の実施
　社団法人日本港湾協会主催の次の行政研究会及び講演会の開催について、それぞれ協賛した。

（1） 港湾行政実務初任者研修（第21回）……平成21年6月29日～7月1日
（2） 港湾行政セミナー……平成21年10月26日～28日
（3） 港湾講演会……平成22年1月27日

To p i c sTo p i c s



66

科　　　目

（支出の部）

予算額 決算額 比較増△減 摘要
１　事務費
　　　嘱託手当
　　　旅費交通費
　　　通信費
　　　備品消耗品費
　　　雑費
２　会議費
　　　総会費
　　　会務打合費
３　事業費
　　　港湾海岸整備促進費
　　　雑誌発行費
　　　図書刊行費
　　　調査研究費
　　　講習会・講演会等費
４　予備費

計
次年度繰越金
合　　　計

1,150,000
900,000
20,000
70,000
40,000
120,000
630,000
600,000
30,000

9,950,000
2,000,000
7,800,000

0
50,000
100,000
85,567

11,815,567
０

11,815,567

843,710
690,000
10,000
50,000
13,000
80,710
398,264
395,264
3,000

9,483,758
2,707,258
6,697,500

0
0

79,000
0

10,725,732
679,898

11,405,630

△306,290
△210,000
△10,000
△20,000
△27,000
△39,290
△231,736
△204,736
△27,000
△466,242
707,258

△1,102,500
0

△50,000
△21,000
△85,567

△1,089,835
679,898

△409,937

（単位：円）

財産目録
平成22年3月31日現在

科　　　目

（単位：円）

内　　　容 金　　　額
資産の部

負債の部

流動資産
　現金預金
　　普通預金　三井住友銀行　赤坂支店
　　　　　　　　　　合計
正味財産
　　　　　　　　　　合計

679,898

679,898
679,898
679,898
679,898

平成21年度収支計算書

科　　　目

（収入の部） （単位：円）

予算額 決算額 比較増△減 摘要
１　前年度繰越金
２　会費負担金
３　雑収入

合　　　計

128,567
10,055,000
1,632,000
11,815,567

128,567
9,760,000
1,517,063
11,405,630

0
△295,000
△114,937
△409,937

　自　平成21年4月1日
至　平成22年3月31日
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 Ⅰ　会　　議

１　第50回通常総会
日　　時　平成22年5月25日（火）　15時15分～15時45分
会　　場　リーガロイヤルホテル堺　４F　ロイヤルホール　大阪府堺市堺区戎島町４−４５− 1
付議事項　次の議案を審議する予定である。

（1） 役員人事等について
（2） 平成21年度事業報告及び収支決算報告について
（3） 平成22年度事業計画及び収支予算（案）について
（4） 第51回通常総会開催地及び開催時期について

２　理事会
日　　時　平成22年5月25日（火）　11時00分～11時20分
会　　場　リーガロイヤルホテル堺　３F　大阪府堺市堺区戎島町４−４５−１
付議事項　次の議案を審議する予定である。

（1） 役員人事等について
（2） 平成21年度事業報告及び収支決算報告について
（3） 平成22年度事業計画及び収支予算（案）について
（4） 第50回通常総会開催地及び開催時期について

 Ⅱ　事　　業

１　港湾海岸防災事業促進運動
　港湾海岸防災事業促進運動の一環として、関係諸団体とともに予算、制度の拡充をを図るための運動を展開する。
　また、関係諸団体との共催により、全国海岸事業促進連合協議会における第14回海岸シンポジウムを開催する。

To p i c sTo p i c s

前掲書類のとおり報告する。
　平成22年4月27日

港湾海岸防災協議会　　　　　　　　　　
　　会　　長　古　賀　誠　　印

事 務 局　堀　川　洋　　印

前掲書類を調査の結果適法かつ正確であることを認める。
平成22年4月27日

監　　事　亀　甲　邦　敏　　印
監　　事　横　田　正　夫　　印

　議案第3号　平成22年度事業計画及び収支予算書（案）について

　以下の平成22年度事業計画及び収支予算書（案）について、事務局からの報告を行い、承認されました。

平成22年度事業計画
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２　港湾海岸防災協議会創立50周年記念表彰
　港湾海岸防災協議会創立50周年記念事業の一環として、港湾海岸防災功労者表彰を実施する。

３　防災関係事業の啓発宣伝
（1） 季刊誌｢波となぎさ｣を発行する。また、このうち１号を港湾海岸防災協議会創立50周年記念誌として特別編修

する。
（2） 広報のためのパンフレット等の作成配布を行う。特に、防災週間（8月30日～9月5日）に際しては、国土交通省

に協賛して国民一般の防災意識の高揚と防災知識の普及及び防災体制の整備のための啓発を図るためポスタ
ーを作成し、港湾管理者をはじめとする関係機関等に配布する。

（3） ｢2010豊かなウォーターフロント｣フォトコンテストを（社）日本港湾協会と共催で実施する。
（4） 海岸愛護思想の普及と啓発を図ることなどを目的として国土交通省及び地方自治体が主催する｢海岸愛護月間｣の

趣旨に協賛する。

4　調査研究
　海外及び国内港湾海岸事業に関連する調査研究を行う。

5　講習会、講演会等の開催
　港湾行政実務初任者研修、港湾行政セミナー及び港湾講演会等の開催に協賛する。

平成21年度収支予算書
自　平成22年4月 1 日
至　平成23年3月31日

科　　　目

（収入の部） （単位：千円）

前年度予算 本年度予算 比較増△減 摘要
１　前年度繰越金
２　会費負担金
３　雑収入

合　　　計

128
10,055
1,632
11,815

680
10,480
1,425
12,585

552
425

△207
770

科　　　目

（支出の部）

前年度予算 本年度予算 比較増△減 摘要
１　事務費
　　　嘱託手当
　　　旅費交通費
　　　通信費
　　　備品消耗品費
　　　雑費
２　会議費
　　　総会費
　　　会務打合費
３　事業費
　　　港湾海岸整備促進費
　　　雑誌発行費
　　　図書刊行費 
　　　調査研究費
　　　講習会・講演会等費
４　予備費

合　　　計

1,150
900
20
70
40
120
630
600
30

9,950
2,000
7,800

50
100
85

11,815

613
500
15

50,000
13,000
80,710
398,264
395,264
3,000

9,483,758
2,707,258
6,697,500

0
0

79,000
0

11,405,630

△532
△400
△5

△20,000
△27,000
△39,290
△231,736
△204,736
△27,000
△466,242
707,258

△1,102,500
0

△50,000
△21,000
△85,567
△409,937

（単位：千円）
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　議案第4号　第51回通常総会開催地及び開催時期について

　第51回通常総会について、佐賀県唐津市で以下のとおり開催予定とすることが承認されました。
開催日　平成23年５月18日（水）
会　場　唐津市民会館

科　　　目

（支出の部）

前年度予算 本年度予算 比較増△減 摘要
１　事務費
　　　嘱託手当
　　　旅費交通費
　　　通信費
　　　備品消耗品費
　　　雑費
２　会議費
　　　総会費
　　　会務打合費
３　事業費
　　　港湾海岸整備促進費
　　　雑誌発行費
　　　図書刊行費 
　　　調査研究費
　　　講習会・講演会等費
４　予備費

合　　　計

1,150
900
20
70
40
120
630
600
30

9,950
2,000
7,800

50
100
85

11,815

613
500
15

50,000
13,000
80,710
398,264
395,264
3,000

9,483,758
2,707,258
6,697,500

0
0

79,000
0

11,405,630

△532
△400
△5

△20,000
△27,000
△39,290
△231,736
△204,736
△27,000
△466,242
707,258

△1,102,500
0

△50,000
△21,000
△85,567
△409,937

（単位：千円）

港湾海岸防砂事業の推進に尽瘁し、特に霧多布港における全国初となる津
波防災ステーション及び堤防建設に尽力し、当該地域の民生安定に大きく貢
献された。

多年にわたり釜石商工会議所の会頭職として港湾海岸防災事業の推進に尽
瘁し、釜石湾海岸を津波から恒久的に守る釜石港湾口防波堤の建設にあた
っては、関係者の理解と協力を得るため奔走し、尽力された。

海岸事業で初めてとなる本格的PI方式による馬堀海岸直轄高潮対策事業に
おいて構想段階から参画し、事業の実施に協力いただいた。事業完了後も
清掃美化活動を継続し環境活動に尽力された。

多年にわたり富山新港港湾振興会会長として、富山新港の港湾機能強化や
港湾施設の安全確保を国・県に働きかけるなど港湾海岸防災事業の推進に尽
力された。

｢津松阪港直轄海岸事業促進期成同盟会｣の理事・副会長を歴任され、海岸保
全施設の整備着手に尽力された。その後も整備計画策定に貢献されるととも
に、事業が円滑に進捗するよう地元調整にも尽力された。さらに、まちづく
りと一体となった海岸整備として公園等の整備を行うとともに、地域住民の
参加による活動を行うなど、積極的に海岸の利用促進に取り組まれた。

広島県地方港湾整備促進期成同盟会の会長として港湾海岸防災事業の推進
と各港湾のネットワークの充実による利活用を積極的に推進された。
また、地元漁協及び移転企業との交渉に誠意をもって対応され、円滑な事業
促進に多大な尽力をされた。

浅川港湾口防波堤整備事業の事業採択に向けての県・国への要望、地元関係
者との調整に尽力された。その後も、漁業補償交渉等地元との調整に東奔西
走され、湾口防波堤の早期完成に貢献された。

｢津田港ふるさと海岸｣の事業採択に向けて、全国初の面的防護方式である｢
ふるさと海岸整備モデル事業｣の実現に多大な貢献をした。また、事業完了
後も、地元ボランティアによる海岸清掃の実施など、良好な維持管理体制の
確立に尽力された。

 1 小林　章

 2 佐々木　傳十郎

 3 大津馬堀走水海岸 
  七町連絡協議会

 4 分家　静男

 5 鈴木　一司

 6 曽根　薫

 7 五軒家　憲次

 8 名和　基延

元　浜中町長

釜石レミコン（株）取
締役会長

会長　西原　徹

前　射水市長

前　香良洲町長

前　江田島市長

海陽町長

津田漁業協同組合組
合長

（別 表）　港湾海岸防災功労表彰者名簿

 氏名又は名称 所属又は代表者 功績概要
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津松阪港海岸の事業実施にあたり、各地区における整備計画を策定するため
の｢津松阪港整備工法等策定調査委員会｣等各種委員会の委員長等を歴任し、
津松阪港海岸整備に貢献された。
また、｢ライフサイクルマネジメントのための海岸保全施設維持管理マニュ
アル（案）｣を作成した際に、当該研究会の委員長として尽力された。

新技術を活用した津波対策の適用性に関する技術検討委員会の委員長とし
て、世界初の可動式津波防波堤について、その適用可能性などについて審
議いただき、平成21年度には和歌山下津港(海南地区)の可動式津波防波堤部
を含む津波対策としての海岸保全事業の新規事業化及び事業の推進に大き
く貢献された。

自然災害や防災の問題に取り組み、四川大地震等の学術調査において団長
を務め、平成20年度には、地盤工学会副会長として災害連絡会議座長とし
て活動された。
また、国土交通省及び自治体の港湾・空港における防災対策事業等において、
各種委員会等の委員長等を歴任し、防災事業の推進に大きく貢献された。

平成13年より地域を活性化させるための活動を開始し、平成19年からは、堺
旧港の魅力を最大限発揮できるよう堺旧港護岸水際の清掃を開始し、現在に
至るまで地道な活動を続けている。平成20年10月には大阪府港湾局から｢ア
ドプト・シーサイド・堺旧港｣として認定された。

平成15年に発生した十勝沖地震による被災に際し、復旧作業の陣頭に立ち、
町の復興活動に取り組み、防災計画の見直し及び災害に強い施設整備を通
じ、広尾町の防災体制の確立に尽力された。

中越沖地震での被災に関し、地元対策本部長として指揮を執り、柏崎全域の
復旧・復興に力を注ぐとともに、港湾利用業者への協力依頼や利用調整など
を行い、海浜公園等の港湾施設を利用した復旧支援活動に道筋をつけるなど、
地震被害の早期復旧に大きく寄与された。

 9 岩田　好一朗

 10 高山　知司

 11 善　功企

 12 堺旧港周辺を考
  える会

 13 大野　進

 14 会田　洋

中部大学工学部教授
（工学部長）

京 都大 学 名誉 教 授
（（財）沿岸技術研究
センター参与）

九州大学大学院工学
研究院教授

代表　酒木　道生

元　広尾町長

柏崎市長

■調査・研究分野

■行事・奉仕・美化活動分野

■復興・災害復旧分野分野
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国土交通省港湾局海岸・防災課人事異動
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港湾局　海岸・防災課　課長補佐

港湾局　海岸・防災課　災害査定官

港湾局　海岸・防災課　災害査定官

港湾局　技術企画課　港湾保全企画室　課長補佐

（港湾局　海岸・防災課　災害査定官併任）

港湾局　海岸・防災課　調査係長

港湾局　海岸・防災課　災害対策室　防災企画第二

係長

港湾局　海岸・防災課　災害対策室　減災対策係

港湾局　海岸・防災課　海岸係　

港湾局　海岸・防災課　海岸企画官

港湾局　海岸・防災課　監督係長

港湾局　海岸・防災課　総括災害査定官

港湾局　海岸・防災課　災害対策室　課長補佐

国土技術政策総合研究所　管理調整部　管理課長

北陸地方整備局　新潟港湾・空港整備事務所　副所長

東北地方整備局　秋田港湾事務所　所長

関東地方整備局　横浜港湾空港技術調査事務所　調

査長

道路局　企画課　道路事業分析評価室　アカウンタ

ビリティ係長

港湾局　技術企画課　検査係長

港湾局　技術企画課　直轄事業係

徳島県　県土整備部　運輸総局　副総局長

九州地方整備局　苅田港湾事務所　総務課　総務係長

九州地方整備局　志布志港湾事務所　所長

環境省　水・大気環境局　大気環境課　課長補佐

港湾局　総務課　港湾保安管理官

港湾局　技術企画課　技術管理室　課長補佐

港湾局　計画課　課長補佐

港湾局　技術企画課付

北海道開発局　建設部　道路計画課　調査第

1 係

北陸地方整備局　新潟港湾空港技術調査事務

所　建設管理官

九州地方整備局　港湾空港部　空港整備課

港湾局　計画課　

港湾局付（（財）国際臨海開発研究センター　

研究主幹）

関東地方整備局　港湾空港部　港湾管理課　

管理第一係長

港湾局技術企画課付（（社）日本海難防止協会

　調査役）

九州地方整備局　唐津港湾事務所　所長

港湾局　海岸・防災課　課長補佐

港湾局　海岸・防災課　災害査定官

港湾局　技術企画課　港湾保全企画室　課長補佐

（港湾局　海岸・防災課　災害査定官併任）

港湾局　海岸・防災課　調査係長

港湾局　海岸・防災課　災害対策室　減災対

策係長

港湾局　海岸・防災課　災害対策室　防災企

画第二係長

港湾局　海岸・防災課　海岸係

港湾局　海岸・防災課　海岸企画官

港湾局　海岸・防災課　監督係長

港湾局　海岸・防災課　総括災害査定官

港湾局　海岸・防災課　災害対策室　課長補佐
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●目次　あらまし

第１編　海岸法関係
	 第１章　海岸に関する基本法令等
	 第２章　海岸保全区域
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第３編　関係法令

お 知 ら せ

「港湾海岸関係例規集」の販売
港湾海岸防災協議会　

　当協議会では、港湾海岸に関する法令・事例
等についてとりまとめた「港湾海岸関係例規集」
「平成 18 年３月発刊）を販売しています（A5版、
550 ページ／価格 5,250 円（税込））。購入希望の
方は、当協議会に直接お問い合わせ下さい。

お問い合わせ先

〒 107-0052
東京都港区赤坂 3-3-5　国際山王ビル８F
　（社）日本港湾協会内
　港湾海岸防災協議会
　TEL : 03-5549-9575
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お 知 ら せ

「天橋立物語－その文化と歴史と保全－」販売中！
国土交通省 港湾局 海岸・防災課　

　本書は日本三景の一つである天橋立の魅力とその生成、変遷について海岸工学的に解説するとともに、天橋立
を取り巻く縄文から現代に至る丹後の文化や歴史を、我が国建国の基であるヤマト王権の成立、発展の歴史や、
和泉式部、雪舟の作品と絡めて丹念に記述した天橋立に関する総合案内の書と言えます。
　現在、ユネスコの世界遺産への登録をめざすなか、地球温暖化による海面上昇等の危機に対し、これからの天
橋立をいかに保全していくかの指針を海岸工学の権威である著者が示したものです。現在、全国書店にて絶賛発
売中です。

著者略歴

岩　垣　雄　一（いわがき　ゆういち）

鳥取県出身。京都帝国大学卒業。
京都大学名誉教授、名城大学名誉教授。

定価● 3,000 円＋税

版型●Ａ 5 版ハードカバー・342 ページ

ISBN● 978 － 4 － 7655 － 1721 － 8

発行●技報堂出版株式会社　TEL：03-5217-0885
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　本号では、「津波痕跡と教訓」という観点から津波災害を取り上げてみました。我が国は過去に幾度も津波災害に襲わ

れ、多くの被害を受けてきました。歴史に残る最古の津波は、684年の白鳳地震による津波であり、実に1300年以上

も昔のことです。それだけに、各地には、地震津波に関する多くの伝承･教訓などが残されています（チリにも津波に関

する言い伝えがあるそうです）。本年2月のチリ沖地震津波の際には、それらの伝承･教訓を思い起こされた人も多いと

思います。昔の人が残した貴重な伝承・教訓、これからの災害対策に生かしていきたいものです。

編 　 集 　 後 　 記

発　行	 平成22年7月31日

発行所	 港湾海岸防災協議会
	 〒 107-0052東京都港区赤坂3-3-5　国際山王ビル8階
	 TEL.	03-5549-9575（代表）

発行兼編集者	 廣田	幸久

印刷所	 株式会社　TBSサービス
	 〒 107-8482　東京都港区赤坂5-3-6
	 TEL.	03-3505-7148

本誌の購読については、上記発行所にお問い合わせください。

波となぎさ
No.184　夏号

原稿募集のお知らせ
　本誌では、読者相互の交流・情報交換を図るため、読者の皆様からの投稿コーナーを設けています。採用させていた
だいた方には薄謝、掲載誌を差し上げます（応募者多数の場合は、すべて掲載できないこともあります）。皆様のご応募、
お待ちしております。

　次号185号は当協会50周年の記念誌として平成22年11月（予定）に特別編集内容で発行させていただきます。
　186号からは通常の編集内容に戻ります。

■コラム「私と海岸」（毎号２名程度掲載予定）

　ビーチ・海岸に関わる趣味の話、体験談、失敗談、おもしろ話、
身近なこと、旅行話等、なんでも結構ですので、気軽にご投稿
ください。
　❶文字数：1,000〜1,500字程度（本誌１ページ分）
　❷テーマに沿ったお写真2〜3枚程度

■「TOPICS」

　「『波となぎさ』に掲載された活動の“その後”をお知らせした
い」、「今、こんな取り組みをしています」
　—そうした情報の原稿をお待ちしています。
　❶文字数：1,500字程度（本誌１ページ分）　　　　　　
　❷テーマに沿ったお写真、図表２〜４枚程度

■「ビーチライフ」

　皆様の「ビーチライフ」に関するさまざまな活動や体験につ
いての原稿を募集します。

　❶文字数：4,000〜6,000字程度（本誌２ページ分）　　
　❷テーマに沿ったお写真、図表３〜７枚程度

■原稿締切

○186号（平成22年12月発行予定）掲載希望の場合
　；10月29日（金）

■原稿送付先 ： 郵送、FAX、メールにて承ります。

　原稿形式は、データ、原稿用紙いずれも承ります。原稿送付
の際には後日編集部からご連絡させていただきますので、ご連
絡先等を必ず明記してください。
　❶郵送先：〒107-0052　東京都港区赤坂3-3-5　国際山王
ビル８階　日本港湾協会内　港湾海岸防災協議会
　　「波となぎさ」編集担当宛
　❷FAX：03-3505-5400　
　❸	e-mail：yoshioka@tbss.co.jp
※原稿に関するお問い合わせは上記連絡先❸へメールにてお
問い合わせください。
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 〒153-0064  東京都目黒区下目黒2-23-18
 TEL. 03-3492-0271
 FAX. 03-3490-1019

ロウタスユニ

かんらん岩

パラクロス

アゴスW トライアン

ビーハイブS

ビーハイブ

六脚ブロック










